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FM の沿革と３つの時代
　コニカミノルタは、2003 年のコニカ社・ミノルタ社経営統合

により、両社の強みを活かして情報機器事業へより一層注力し

た。2006 年には創業事業であったカメラ・フォト事業から撤退 

しつつも、収益を伸ばしたが、2008 年のリーマンショックで大き

な打撃を受け、業績が大きく落ち込んだ。

　これが教訓となり、 環境変化への対応力を向上させるため

に、コストダウン施策に加えて、周辺事業の強化、新規事業の創

出の取り組みが強化された。

　2010 ～2012 年の本社移転プロジェクトを機に、働き方・働

く場・働く空間が見直されたこともあり、2011 年からは新研究

棟建設計画の検討が開始された。そして、2014 年のSKT 棟竣

工を契機として、働き方改革がいよいよ全社的に展開された。

　上記の経営環境/ 外部環境の変化に応じて、コニカミノルタの

ファシリティマネジメント（以下、FM）体制や機能も進化しており、

その軌跡は大きく3 つの時期に区分することができる（図表1）。

SKT 棟のコンセプト、空間デザインは、こうした時代背景の中で

生まれ、それに連動してFM の活動内容も変化してきた。

SKT 棟建設
　SKT棟の名称は「Smart R&D Office for Knowledge Work 

and Trans-boundary Communication」の 略 称で、「 多 様 な

『知的共創空間』であり、国境や組織の壁を『超越』した対話

を実現する、環境性・安全性にも配慮した『スマート』な研究

開発拠点にする」という想いが込められている。

　中期経営計画「GPLAN2013」の経営方針である①既存事

業の強化、②新規事業の育成を実現するため、2011 年より

新研究開発棟の建設計画が検討開始され、2012 年に機関 

FMによる価値創造を目指した
研究開発棟（SKT棟）の構築

コニカミノルタ株式会社

決定、2014 年にSKT 棟が竣工した。

　SKT 棟建設により、分散していたデジタル印刷システム設

計開発機能が一ヵ所に集約され、かつ本社研究開発機能も同

建物に配置されたことで、業務効率が向上した。また、SKT 棟

の建物としての大きな特徴は、中央部に設置された巨大なア

トリウム空間であるが、これにより入居者1,500 人が一体化

し、立体的R ＆D 活動が生じ、事業強化が促進されている。こ

れらの効果は、SKT 棟の使用開始前後に実施した従業員満足

度アンケートの結果でも実証されている。

FM 組織体制の変革とこれからのFM
　2008 年以前の社内には、FM の概念自体がなく、建物建設

の際や施設維持管理業務等は、エンジニアリング子会社に完

全委託していた。ところが、SKT 棟建設計画の検討を契機に、

本社経営企画とエンジニアリング子会社の連携が機能し始め

た。これは、新研究開発棟（SKT 棟）建設のため、現場データ

に基づいた精度の高い提案、社内要望を充分に汲み取った建

物仕様の選定等を行うために、2 部門の連携は欠かせなかっ

たことによると推察できる。

　SKT 棟が竣工する2014 年には戦略機能（本社総務部）と

実行機能（FM 機能子会社）が１つに統合され、FM サイクル

の一括管理/ 運営の仕組みが形成された。それにより、現在

では修繕保全 などの現場的FM から再配置や拠点統廃合と

いった戦術的/ 戦略的FM までを一気通貫で迅速に遂行する

ことが可能になった。また、FM の機能・体制が定着したことで、

PDCA サイクルを廻すことも実施できている。

　現在では上記に加え、コニカミノルタにおけるFM のあるべ

き姿を構想し、FM のグループ＆グローバル化を強く推進し

ている。全社のファシリティコストや固定資産の情報を統合し

て可視化し、総合データベースを構築することで、拠点の統廃

合・新施設建設・M ＆A 等をファシリティの面からさらに支援

することができると考え、地道かつ継続的に取り組んでいる。

玉井 英輔  たまいえいすけ

コニカミノルタ株式会社
総務部ファシリティ G
係長
認定ファシリティマネジャー

東京都八王子市にあるコニカミノルタのSKT棟
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研究開発部門約1,500人が入居する SKT棟。中央部には巨大アトリウムが配置されている

図表1　経営環境/外部環境の変化とコニカミノルタのFM体制 図表2　アトリウムと立体的R＆D活動
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価値を付加し保存した庁舎
　戦後、特に昭和の大合併時に多くの庁舎が建築され、耐

震性能や現代機能不足が問われ、平成の大合併により解体

の道へと歩む庁舎が数多くある。当庁舎も例外ではなく、新

庁舎建築か保存活用かの選択の中で、日本の近代建築を牽

引した著名な建築家「アントニン・レーモンド」の事務所が

設計した建物であるという歴史的価値を登録有形文化財とし

て付加し、保存改修後、庁舎として使う道を選択した。

具体的取り組み内容
　庁舎の保存再生に関しては、歴史的文化的検証と耐震診

断及び耐震改修の観点から調査研究し、策定された改修基

本計画の方針に基づき、1958（昭和 33）年に当庁舎の設

計を担当したレーモンド設計事務所に改修工事の設計を委

託。その後、設計と工事に関する監修を役割とし、学識経

験者等で組織する庁舎設計監修委員会を設置、官・民・学

の連携により取り組んだ。

庁舎改修と事務改善
　庁舎改修は、50 年に一度の建物改修だけでなく、事務改

善に取り組む 50 年に一度のチャンスと捉え、機能整備や業

務の効率化を図ることを目的に「行政サービス向上プロジェ

クトチーム」（以下、PT）を設置。PT は、40 歳以下、行

政経験 10 年以上、前例踏襲にとらわれない建設的な意見

文化財として保存した庁舎の活用と
FMサイクルの浸透

－鬼北町庁舎再生への取組み－

愛媛県 鬼北町

善家 直邦   ぜんけなおくに

鬼北町総務財政課長補佐兼管財係長

文化財として保存した庁舎の活用と
FMサイクルの浸透

を持ち、執務の効率向上に真摯に取り組める者 8 名で構成

された。

　PT は、FM も含め町民目線の庁舎のあり方、職員として

のあるべき姿等を幾度も会議を重ね検討した。結果、ワンス

トップサービス、シンクライアント環境、私物化意識を払拭

するため引き出しをなくしたフリーアドレスデスク、総合窓口

の設置のほか、全課のファイルメーターを計測し、必要最小

限のキャビネットを設置することで 15 ｔ以上の軽量化を実

現させ、建物への負荷を軽減した。こういった事務改善の成

功背景には、そうせざるを得ない「物理的な仕掛け」を伴

わせた環境を構築したことにある。

効果と費用
　昨今の新庁舎建築事情を見ると、当町の規模でも 10 億

円は下らない費用が必要と思われる。併せて、新庁舎を建

設した場合、土地の取得費、旧庁舎の取り壊し費用、さらに

は取り壊し後の更地の活用問題等も発生することとなる。当

町の事例は、文化遺産として町民の誇りとなる建物として子々

孫々継承され一世紀の歩みを期す、まさに「町の宝」として

歴史に刻むことと併せ、FM の原点に沿ったものであり、規

模の小さな自治体にとって、老朽化した今後の庁舎のあり方

を示唆する内容であったのではないかと思える（本庁改修事

業費 3 億 8 千 2 百万円）。

おわりに
　鬼北町庁舎は見事に再生され、建物は有形レガシー（遺産）

となったが、どんな建物でもいつかは壊れる時がくる。反して、

今回の事務改善によってわれわれが学んださまざまなおもて

なしの精神性は、今後採用される職員へと永遠に引き継ぐこ

とのできる、壊れることのない普遍で無形のレガシーではな

いだろうか。この受賞に恥じない行政サービスの提供を今後

もめざしていきたい。

庁舎前景
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２階執務風景

１階待合所

業務効率を向上する働き方を実践
働き方改革の継続

シンクライアント
環境

     紙の減量

フリーアドレス
デスク

            防犯カメラ

  デジタル
サイネージ
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鉄道高架下での商業空間の創成
　JR 山手線、秋葉原～御徒町駅間の鉄道高架下は、主

に駐車場、倉庫等の利用にとどまり商業需要が非常に低

く、また、高架沿いの道路は人通りが少なく賑わいのな

いエリアであった。

　このような状況の中、秋葉原駅周辺は電気製品店の街

から再開発事業による高層ビルが順次開業し、賑わいの

ある複合市街地へと変貌していた。また、御徒町駅と上

野駅周辺はアメ横等があり多くの人が集まる地域であるも

のの、秋葉原～御徒町駅間では人の集まり、人の流れが

少ない状態であり、JR 東日本が実施している高架橋耐震

補強工事を契機として、社内外より同駅間の高架下の活

性化が望まれていた。

　当該地は駅間の立地であるため、従来は一般の商業施

設では出店が難しい上に、持続が不可能と考えられてい

た。従って、単純にその場所をハード的に美化し整備す

るような活性化ではなく、街に人の流れを作ることができ

るような開発が志向された。

ヒト・モノ・コト・場所を結ぶことによる
地域の活性化
　本計画施設を「ものづくり」をテーマにした商業施設

「2k540 AKI-OKA ARTISAN」とし、地域に昔から根づ

いている産業を軸に新しい視点を持ち込み、「ヒトを結

鉄道高架下空間の有効活用による
地域活性化事例

― AKI-OKA STREET ―

ぶ」「モノを結ぶ」「コトを結ぶ」などさまざまな「結ぶ＝

LINK」により、鉄道高架下空間を有効活用しつつ、高架

下のみならず、周辺エリアの人の流れやモノへの付加価

値創出などに結びつけることが重要であった。

　構想策定に続き、市場調査・基本計画策定、店舗リー

シングを 2010 年 6 月までにまとめた。それとほぼ並行

して、 高架下既利用者との移転交渉も行い、 開発の下

地をつくった。

　8 カ月の工事期間を経て、2010 年 12 月に第一期を

開業し、その後 2011 年 9 月に全面開業した。

経営・地域への貢献
　本開発前の駐車場、倉庫等として使用していた鉄道高

架下部分は、収益性、環境ともに好ましい状況ではなかっ

たが、本施設開業により周辺エリアの活性化とともに家賃

収入を 3 倍程度向上させた。

　その後も、同駅間の高架下の開発を断続的に進め、JR

グループとしての高架下収益の向上はもちろんのこと、高

架下や周辺環境の美化向上を通じて、ＪＲおよびグルー

プ企業としての地域貢献につながっていると考えている。

　また、同施設の開発により、地場産業の革製品や若手

クリエーターの集積地区として生まれ変わった。経済合理

性追求のあまり、衰退が進んだエリアに経営基盤の弱い

作り手が出店者として集積することで、エリアとしての訴

求力や集団としての強みにつながっている。

　さらに、暗く寂しいイメージのあった従前の高架下周辺

が、明るく人の集まる活気のあるエリアとなったことから、

出店者およびご利用されるお客さまはもちろん、地元の皆

さまも高架下を安心して自由に往来できるようになり、周

囲の住民の利便性向上にも大きく貢献し、評価を得ている。

AKI-OKA STREET としての開発へ
　さらに、2013 年 7 月には、 同 施 設 の 秋 葉 原 駅 寄り

に「CHABARA AKI-OKA MARCHE」 を開 業、2015 年

7 月には、先の 2 施設の中間位置に「B-1 グランプリ食

堂 AKI-OKA CARAVANE」 を 開 業させ た。さらに秋 葉

原 駅 隣 接 地 には、2011 年 9 月には「AKB48 CAFE & 

SHOP AKIHABARA」、2014 年 4 月に「GUNDAM café

秋葉原店」の開発を行い、 現在も引き続き「AKI-OKA 

STREET」として同駅間の鉄道高架下開発を続けている。

昼間でも閑散としていた同駅間「AKI-OKA STREET」に

年間 100 万人以上の新たな人の流れが生まれ、それに

伴ってモノの流れ、また、周辺地域も活性化した。

北田 和美   きただ かずみ

株式会社 ジェイアール東日本都市開発
開発事業本部 開発調査部　
タウンマネジメントグループ

周辺地域と連携したものづくりの拠点
2k540 AKI-OKA ARTISAN
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JFMA役員 新任のごあいさつ

不動産利活用とFM
　私は、1980年に日本電信電話公社・建築局に入社した。当時の建築

局は、全国に電気通信サービスを提供するため、電話局、事務庁舎、

研究所、社宅、保養所等の施設の企画・計画、設計、建設（外注）、維持・

保全を一元的に実施する部門であった。私はその中で、不動産の企画・

計画業務に長く携わった。

　その後、全国に保有していた社宅や保養所等は制度変更等により利

用しなくなるものや、電話局（小規模な交換局）や無線送信所も ICT

の飛躍的な発展にともない不要となるものが多数生じた。これらの不

動産は、より積極的に不動産利活用（売却含む）を推進し事業へ貢献

することとなり、私は事業会社（保有）側の立場で、多くの企業と連

携し利活用する業務に携わった。

　さらに、不動産開発を行う NTT都市開発株式会社等で、賃貸ビルの

価値向上や、テナント様へ安心・安全・快適なサービス提供と競争力

維持・向上のためのビル管理の実務に携わった。

　少子高齢化、地方の過疎化等多くの課題を抱える日本の中で、今後、

ますます FMの重要性が増すことから、微力ながら FMの普及定着に

向けて尽力することとしたい。

魅力的なワークプレイスの創出に向けて
　FMとは経営資源のひとつであるファシリティを経営戦略的視点から企

業価値の最大化に向けて統括的に管理・企画・活用することであるが、当

社のような総合不動産デベロッパーが開発・保有するファシリティは大半

を顧客（テナント、来街者、居住者等）が利用するため、顧客の視点に立っ

た快適で魅力的なワークプレイスの実現が重要である。施設環境が企業で

働く人や組織文化に与える影響は大きく、FMによる快適なワークプレイ

スの実現は新たな価値創造の促進につながり、経営に与えるインパクトも

大きい。ファシリティに対する要求は時代とともに絶えず変化しており、

サプライヤー側にも新たな価値を生み出す場や仕掛けの創出が求められて

いる。

　当社は 2017年度下期に、「新たな価値を創出し続けるオフィス」の実

現に向け、大手町パークビルディングに本社を移転することを決めた。新

本社におけるオフィス環境は働き方改革を推進し、「次世代オフィス」の

最先端事例として積極的に発信していくことを目指している。本社移転に

よって自ら「次世代オフィス」を体験することで、さまざまな顧客に対し

ていっそう魅力的な FMの提供・提案を行うことができ、都市間競争に資

するビジネス環境を創ることに寄与するものと考えている。

JFMA副会長

湯淺 哲生
ゆあさ てつお	

三菱地所株式会社 執行役常務

PERSONAL

無趣味の無粋につけ入られ､ 休日は

相当量の諸事雑事を熟す羽目となっ

て久しい｡ それでも､ 無心の爽快さ

に夜更かしの仇も結構洗い清められ

るものらしく､ 当人は案外満足なので

ある。

PERSONAL

先人のモノづくりやその維持保全に

かけた惜しみない労力、工夫、技術

を感じさせる古い建物や庭園等に興

味があり、同じものでも何度も見に

出かけている。

JFMA常務理事

村尾 幸彦
むらお ゆきひこ	

認定ファシリティマネジャー
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働く人のポテンシャルを最大限にするための
イノベーションが不可欠に
　従来のオフィスは、開発者視点での経済合理性や効率性を優先したハード面

中心の計画が行われがちであった。しかしながら、人々の働き方や価値観が多

様化する中で、働く人のポテンシャルを最大限に発揮するためのさまざまなイノ

ベーションがハードとソフトの両面において不可欠になっている。

　弊社は、オフィスビル事業のコンセプトを「building smiles はたらく人を笑顔に」

と定め、建物としての機能や性能を追求し空間の安全性や快適性を高めること

はもちろん、光 ･風 ･緑を積極的に採り入れた心地良い空間、新しい発想やコ

ミュニケーションが期待できる屋上庭園やバルコニー、テナント様の声や要望を

確認する CSアンケート、テナント様向けの情報サイトや情報誌の発行など、働

く人の視点に立ち「はたらく人を笑顔に」するさまざまな取り組みを行っている。

　これらの取り組みは、資産価値や利用環境を経営戦略的視点から総合的統括

的に企画 ･管理 ･活用する FMとしての取り組みとも共通しており、引き続き FM

と協働することで魅力溢れるオフィスビルを開発運営していきたいと考えている。

　最後に、1987年の設立以来、ファシリティマネジメント業界の普及発展に

尽力してこられたJFMA関係者の皆さまに対して改めて深く敬意を表すとともに、

今後はJFMAの一員として微力ながらさらなる業界の発展に貢献させていただき

たいと考えている。

働き方改革で生産性を高めるオフィス環境への投資
　世界でオフィスの景色が変わり始めている。パソコン、スマートフォ

ン、ダブレット端末などスマートデバイスを駆使して創造的な仕事への

転換が進み始めているためである。

　テーマは、Creativity(創造性 )と Wellness(健康 )。

　ニューヨークのロックフェラー大学ではノーベル賞受賞者を 25名も

輩出しているが、特定の機関が多くのノーベル賞受賞者を輩出すること

は良く知られている。共通点は、独創性を尊重し自由に研究できる環境

と共創空間の存在である。

　ロックフェラー大学も各々の研究室から中央にある交流スペースに

三々五々研究者が集まり、議論に花を咲かせることで有名だ。こうした

研究者同士の会話の中から素晴らしい発見があるという。今まさに、私

たちに求められている創造的な仕事をするための仕掛けづくりである。

　これからの日本のオフィスに必要なことは、創造的な働き方への転換

と FM戦略による共創することのできる最新のファシリティを備えたス

ペースの設置である。はたらく “場 ”のあり方の提案を通して、FMの進

化と普及の一助になればと思っている。

PERSONAL

「継続は力なり」が信条だが、目標

の壁をなかなか越えられないのがゴ

ルフ。

もう一つの趣味は読書。乱読だが心

休まる時間でもある。

PERSONAL

休日に自転車に乗ることが趣味です。

単に距離を稼ぐというよりも、散策も兼

ねながら訪れたことのない街までの遠

距離サイクリングで、リフレッシュすると

ともに運動を行っています。

しかしながら最近はゴルフ参加が多く、

乗れていませんが。

JFMA理事

中村 雅行
なかむら まさゆき	

株式会社岡村製作所 代表取締役社長

JFMA理事

星野 浩明
ほしの ひろあき

	
東急不動産株式会社

都市事業ユニット都市事業本部

執行役員本部長
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時代の変化を先読みし、
ファシリティのあり方を模索する
　私は設計事務所に属して、主にオーナーズコンサルティングなどの業務に

従事しているが、JFMAとの接点は、JFMA設立時に、設計にかかわる新し

い業務領域として取り組みを始めた頃となる。当時の JFMAに前理事の中津

さんの講演に伺って、「これからは建物を作る時代ではなく、いかに使うかを

考える時代です」と言われたのを鮮明に覚えている。当時から20年近い時

間を経て、建設から活用への流れは変わらず進んできたことを強く感じる。

　一方で、AIの進捗や「働き方改革」などの大きな変化もここ数年で生じた。

当社でも、ヘドニック分析＊を利用して、オフィスビルの投資価値とスペック

の関係の分析などを始めているが、AIの進捗は間違いなくワーカー一人ひと

りの行動に影響を及ぼすとともに、空間と生産性の関係性など、今まで不明

瞭であった行動分析の世界に大きな影響を与えるようになるかと思う。

　また、「働き方改革」で在宅勤務などが常態化する中で、「オフィス」の価

値や、皆で一緒にいることの価値が再度問い直される時代になりつつある。

　大きな変化の中での理事就任となるが、これからの時代の変化を先読み

しつつ、これからのファシリティのあり方を模索していきたい。

＊ヘドニック分析：ある商品の価格をさまざまな性能や機能の価値の集合体（属性の束）とみなし，統計

学における回帰分析のテクニックを利用して商品価格を推定する方法

近未来ビルメンテナンスに求められるFM
　社会問題、業界周辺含めた課題とし、新築ビルの減少、高度成長期

に建設された多くのストックされた施設を今後どのように維持管理運営し、

長寿命化を図るか、政府が 2013年 6月に発表した「成長戦略」では「21

世紀型社会資本整備に向けて」施設ありきでなく、真に必要なサービス

とは何かという観点から「新しく造ることから賢く使うこと」まさに FM的手

法が求められている。

　また人口減少、高齢社会、地方自治体財政難により公民連携（PPP）によ

る施設の集中化、複合化、分散化等を各地で推進し始めている。今後の施

設においては、CO2削減等に加え、BIM、ZEB（ゼロ・エネルギー・ビル）、

LCC設計、BCP対策や ICT、IoT技術等により、いかに維持管理し、価値の

向上を図るか等の知識が必要とされる。近未来に向けての技術、サービスを

考案し、お客様に施設の未来のあるべき姿を提案し、施設管理の事業戦略

に向け、創造力やイノベーションを生み出せる FM企業をめざしている。お

客様にとって、より良きファシリティライフパートナーとして、60年間ビルメン

テナンス業務で培った経験を活かし、戦略型 FM企業へと進化してゆきたい。

今後も日本における FM発展のために JFMA会員として活動してゆきたい。

JFMA理事

八木 秀記
やぎ ひでき	

東京美装興業株式会社 代表取締役社長

PERSONAL

趣味は旅行・テニス。

食べ歩きも大好きで、味は勿論です

が、居心地の良い店に出会うと感激

します。

PERSONAL

自宅にて、果樹などを栽培しており、

今年は柚が豊作で、色づくころにな

れば唐辛子とともに自家製柚子胡椒

をつくるのを楽しみにしております。

JFMA理事

中谷 憲一郎
なかたに けんいちろう	

株式会社日建設計 執行役員 

プロジェクトマネジメントグループ代表

● JFMA役員 新任のごあいさつ
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大袈裟ないい方が許されるなら、
「FMで日本を変革したい」

　私は、目下、新しいFMの教科書（標準テキスト）の作成に携わっている。最初

の FM教科書『ファシリティマネジメント・ガイドブック』は、1994年に刊行されて

いる。97年にはその改訂版、03年には『総解説ファシリティマネジメント』へと改

訂され、09年には『同・追補版』と計4冊があり、今回が5回目の編集になる。今

回の編集会議座長松岡利昌さんと副座長の私は、かれこれ25年間、全冊を作成

側から見つめてきた。この25年間でFMの教科書並びに FMのシステム（体系的

業務の内容）は、骨子を継承しながら、着実に発展を遂げていると感じている。

　今回の改訂では、経営基盤のマネジメントの重要性を取り上げる。そして、

FMを含む経営基盤のマネジメントには、経営トップの役割（権限と責任）とリー

ダーシップが不可欠であることを明示する。ワーク・ライフ・バランスは、「ライ

フ」の強調だけでなく、「ワーク」の改革抜きにはできないし、それは経営トッ

プの責任である。労働時間短縮を含めた「働き方改革」も、「生産性改革」を達

成する一手段と位置づけなければ、持続性はない。これも従業員の意識の問

題ではなく経営トップの問題である。これらを実現するには、ICTと人材活用と

FMを一体的にマネジメントする経営基盤のイノベーションが必要になる。経営

基盤改革は、まさに「日本株式会社」の改革のエンジンであり、経営トップのリー

ダーシップにかかっていることを、新教科書には盛り込む予定である。

FMは企業のみならず都市全体にかかわる時代に
　東京・大手町界隈に30年余通っている。この間、街は大きく変わっ

てきた。高層ビルが次々と建ち、地下街の整備も進んだ。さらに2020

年の東京五輪に向け変貌を続けている。弊社の窓からは 10年後の完成

をめざし、日本一の高さとなるビルを建設する動きが見える。大手町

だけでなく、渋谷、品川・田町、池袋などの東京のあちこち、そして

全国で都市再生整備の動きも加速している。働きやすく、暮らしやすく、

効率的な環境の実現に向け、これまで以上に FMの役割が重要になっ

ている。企業の持つ施設とその利用を経営戦略的視点から総合的かつ

統括的に企画、管理、活用する FMは、企業のみならず都市全体にか

かわってくる時代になってきている。企業が施設・不動産の管理・活用

にとどまらず、人々の生活そのものまで考えて行動することが10年後、

20年後の未来につながる。FMの概念の深掘り、社会全般への普及に

向けて少しでも役に立つよう、出版社としてこれまで以上に努力して

いきたい。

PERSONAL

自己紹介の趣味欄に「読書」と書け

なくなり、最近は「ゴルフ」と書く。

100前後のスコアを行ったり来たりの

日々に、「まさかゴルフは仕事になる

まい…」とつぶやきつつも、少しは

練習しなければと思っている。

PERSONAL

趣味は下手の横好き。長続きしない。

結局、高校時代にやったラグビー、そ

れも「観るだけ」である。秩父宮ラグビー

場が好き。あの息遣いを感じる距離の

近さを新競技場でも実現してもらいた

いものである。

JFMA理事

金子 豊
かねこ ゆたか	

株式会社日本経済新聞出版社　

代表取締役社長

JFMA理事

松成 和夫
まつなり かずお

プロコード・コンサルティング 代表

JFMA役員 新任のごあいさつ ●
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まちづくりへの貢献拡大をめざす
　東京ガスグループが保有・管理する建物は老朽化している物件が多く、

弊社はこれら建物の耐震性能や水害対策、保安電源、非常食の備蓄な

ど防災関係の対応を行いながら、快適で魅力的なワークプレイスづくり

に取り組んできた。このような取り組みは各社もさまざまな形で実施して

いると思うが、近年 FMに求められる業務が多種多様になってきており、

各社ともこれらに対応できる社員の育成が喫緊の課題であろう。JFMAに

は、今後とも活動を通じて FM人材の育成に貢献していただくことを期待

する。

　本年4月に東京ガスグループは、不動産管理、賃貸、仲介、中小規模

用地の開発を行っている弊社と、大規模用地の開発および運営管理を

行っている関係会社を傘下とするホールディング体制を構築した。それ

ぞれの事業の戦略立案・推進機能およびリスク管理機能等を一元化し強

化することで、収益拡大ならびにまちづくりへの貢献の拡大をめざしてい

く。これには FMの知見が不可欠であり、私自身も JFMAの活動を通じて

学びながら推進していきたいと思う

FMはイノベーションの旗艦
　小職は全く異なる分野の2つの企業の経営者である。１社は清水建設

の仲間と創業したベンチャー企業で、不動産管理や FMに関する業務支

援ソフトウェアをクラウドサービスとして提供している。不動産証券化や

CRE戦略の進展を背景に、全国約15万棟の不動産において活用されて

いる。競合の存在しないブルーオーシャンを探り当て、創業時の競争優

位性をさらに伸ばすべく努力している。もう１社は日本を代表する老舗ア

パレルの企業で、東証一部上場企業である。20近いブランドを有し全国

に約 1千店舗を展開しているが、服飾への個人消費が伸び悩む中、海外

ブランド、新興ブランドなど競合は多数あり日々激しい競争にさらされて

いる。

　対象的な2社であるが、日々変化する事業環境の中で、投資戦略、ブ

ランド戦略、人材戦略あるいは技術開発戦略などに関して、中長期的な

視野と短期的な視野の両方を加味し経営判断するという点は驚くほど似

ている。また、どちらにおいても企業を救うのは「イノベーション」であり、

あらゆる分野での改革が必要であると日々実感している。FMはこれらイ

ノベーションの旗艦（フラグシップ）であり、長期的な企業価値向上には

欠かせないと確信している。

JFMA理事

板谷 敏正
いたや としまさ	

プロパティデータバンク株式会社　

代表取締役社長

株式会社レナウン 社外取締役・独立役員

JFMA監事

秋元 茂樹
あきもと しげき	

東京ガス都市開発株式会社 

代表取締役社長

PERSONAL

登山と料理が趣味。北アルプスを含

む日本全国の山を春夏秋冬楽しんで

おり、百名山は半分くらい登頂。登

山で経験した料理は地上でも活躍。

週末は朝食から夕食まで腕を振るっ

ている。

PERSONAL

少人数に分けた社員との懇談・懇親

が好きなので、ヘルスチェック直前

のメタボ対策で減量追い込みは年中

行事。

● JFMA役員 新任のごあいさつ
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注) 記載順序: 会長、副会長、理事及び監事の順、並びに、「担当職務・現職」の50音順

平成29年度 公益社団法人日本ファシリティマネジメント協会 役員一覧

会　  長 山田　匡通 非常勤 　株式会社イトーキ 代表取締役会長

副 会 長 長島　俊夫 〃 　伊藤滋都市計画事務所 PARTNER

〃 牧　貞夫　 〃 　ＮＴＴ都市開発株式会社 取締役相談役

〃 大井清一郎 〃 　ＪＲ東日本ビルテック株式会社 相談役

〃 村田　誉之 〃 　大成建設株式会社 代表取締役社長

〃 岩崎　芳史 〃 　日本郵政株式会社 代表執行役副社長

〃 湯淺　哲生 〃 　三菱地所株式会社  執行役常務

専務理事 成田　一郎 常　勤 　公益社団法人日本ファシリティマネジメント協会 専務理事

常務理事 村尾　幸彦 常　勤 　公益社団法人日本ファシリティマネジメント協会 常務理事

理        事 大久保　昇 非常勤 　株式会社内田洋行 代表取締役社長　

〃 黒田　長裕 〃 　株式会社ＮＴＴファシリティーズ 代表取締役副社長

〃 瀨古口芳実 〃 　株式会社大林組 執行役員 東京本店建築事業部担任副事業部長 

〃 中村　雅行 〃 　株式会社岡村製作所 代表取締役社長

〃 井田　卓造 〃 　鹿島建設株式会社 建築設計本部技師長

〃 黒田　章裕 〃 　コクヨ株式会社 代表取締役会長

〃 大西　正修 〃 　清水建設株式会社 執行役員 建築総本部 設計本部副本部長 

〃 本山　孝　 〃 　大星ビル管理株式会社 代表取締役社長　

〃 坂本　弘光 〃 　株式会社竹中工務店 FM本部長

〃 星野　浩明 〃 　東急不動産株式会社 執行役員 都市事業ユニット都市事業本部長

〃 長澤　泰　 〃 　東京大学 名誉教授・工学院大学 名誉教授

〃 八木　秀記 〃 　東京美装興業株式会社 代表取締役社長

〃 中谷憲一郎 〃 　株式会社日建設計 執行役員 プロジェクトマネジメントグループ代表

〃 金子　豊　 〃 　株式会社日本経済新聞出版社 代表取締役社長

〃 六鹿　正治 〃 　株式会社日本設計 取締役会長

〃 米川　清水 〃 　日本メックス株式会社 取締役相談役

〃 木下　達司 〃 　一般社団法人ニューオフィス推進協会 専務理事・事務局長

〃 松成　和夫 〃 　プロコード・コンサルティング 代表

〃 板谷　敏正 〃 　プロパティデータバンク株式会社 代表取締役社長

〃 米倉誠一郎 〃 　法政大学大学院 教授・一橋大学 特任教授

〃 松岡　利昌 〃 　株式会社松岡総合研究所 代表取締役

〃 宮田　歩　 〃 　三井不動産株式会社 執行役員 ビルディング本部 副本部長 

〃 森　浩生　 〃 　森ビル株式会社 取締役副社長執行役員

〃 染川聡一郎 〃 　リコージャパン株式会社 理事 社会インフラ事業部 

〃 田中　淳　 〃 　公益社団法人ロングライフビル推進協会 専務理事

監　事 秋元　茂樹 非常勤 　東京ガス都市開発株式会社 代表取締役社長

〃 野村　春紀 〃 　日比谷総合設備株式会社 相談役

平成 29年 7月現在
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●
視点で考える
これからのワークプレイス ❶FM特集

Special Issue

人財の力を最大化するための場づくり

　ICT の進歩やグローバル化、少子高齢化など、経営環境

は大きく変わっています。そのスピードは速く、変化に対

応できない企業は生き残れないともいわれています。政

府は、長時間労働の是正、生産性の向上、女性の活躍など

を掲げ、2016年9月に「働き方改革実現推進室」を設置し、

働き方改革を進めています。多くの企業でも働き方改革

に取り組み始めていますが、業務の見直しもせずに残業

禁止をするなど、本質的な課題解決になっていない場合

や働き方改革自体が目的化しているケースも多いように

思います。

　働き方改革のゴールを経営戦略の視点で考えると、業

務の効率化によって、人を付加価値の高い製品やサービ

スの開発にあて、新たなビジネスモデルを創り出すことで

はないでしょうか。働く人の視点で考えると、多様性の尊

重やワークライフバランスの実現、心や身体の健康、生き

がいや幸福の実現があげられます。これらはファシリティ

マネジメント（FM）の目的とほぼ重なっています。FMは経

営戦略的な視点から、企業や団体などが保有または使用

する施設やそれらの利用環境を総合的かつ統括的に企

画、管理、活用する経営活動です。施設の改革によって経

営の効率が向上し、顧客、従業員などの施設利用者にとっ

て快適で魅力的な環境を実現します。 JFMAでは、ワーク

プレイスをFM の大きなテーマのひとつと考えてきまし

た。ワークプレイスと生産性、知識創造のための場づくり、

コミュニケーションを活性化するための環境整備など、

FM の調査研究による知見は、働き方改革を進めるうえで

も役立ちます。さらに従来型の「オフィス」だけでなく、リ

モートワークやフューチャーセンター、コワーキングなど、

「働く場」は広がり、多様化しています。これらをマネジメ

ントしていくためには新たな発想も必要です。

　今号と次号では「FM 視点で考えるこれからのワークプ

レイス」を特集します。今号では、主に企業や行政が働き

方を変えるために自分たちのワークプレイスをどう考え、

どう変えていったかを紹介します。次号では、主にワークプ

レイスを提供する側の視点から、まちづくりや建築とワー

クプレイスを取り上げる予定です。
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視点で考える
これからのワークプレイス ❶

＊巻頭に掲載している第11回 日本ファシリティマネジメント大賞 (JFMA賞)を受賞したコニカミノルタの研究開発棟（SKT棟）や
　愛媛県鬼北町のフリーアドレスを導入した庁舎もワークプレイスの好事例です。あわせてご覧ください。

＊本特集ではそれぞれの企業や団体の考え方を尊重し、ワークプレイス、オフィスについての明確な定義や使い分けはしていません。

働き方改革を実現するための最新のICTを備えた

富士通デジタル・トランスフォーメーション・センターは、イノベーションのための共創の場となっている。

チームワーク向上をめざすサイボウズはグループウェアを活用し、

移転のプロセスやコンセプトを社内で共有し、社員の意見を反映しながらワークプレイスを構築。

マース ジャパンは、ウェルビーイング発想で、

ドリンクやペットとの触れ合いを通して、自由に、自分らしく働ける「場」を実現。

総務省行政管理局では、若手職員が中心になり、業務改善やオフィス改革を実施し、

フリーアドレス、ペーパーレスで公務員の働き方を抜本的に変えた。

全国の自治体に先駆けオフィス改革に取り組む愛媛県西
せい よ

予市では、

ワークショップや段階的な試行でフリーアドレスを導入。議会でもペーパーレスが進んでいる。

日本を代表するオフィス街、丸の内の再開発を進めている三菱地所では、

戦略的移転による働き方改革に取り組んでいる。新たにファシリティマネジメント室も創設。

福島第一原子力発電所では、2015年3月に福島給食センターを開所し、

構内の作業従事者を対象に3,000食/日の食事を提供して労働環境改善を実現。

事例
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●
視点で考える
これからのワークプレイス ❶FM特集

Special Issue 人財の力を最大化するための場づくり

FMから考える
これからのワークプレイス

齋藤 敦子    さいとう あつこ

コクヨ株式会社 ワークスタイル研究所
主幹研究員

重綱 鉄哉    しげつな てつや

株式会社イトーキ 企画本部企画本部長室 室長

松岡 利昌    まつおか としあき

株式会社松岡総合研究所 代表取締役
京都工芸繊維大学 特任准教授
オフィス学会 会長

松成 和夫    まつなり かずお

プロコード・コンサルティング 代表

村山 智樹    むらやま ともき

ソニーコーポレートサービス株式会社 
総務センター コーポレートリアルエステート部
オフィス企画課統括課長

（50音順）

成田 一郎    なりた いちろう

JFMA専務理事

司会者

2017年 9月 9日

出席者

                              座談会
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●
視点で考える
これからのワークプレイス ❶FM特集

Special Issue 人財の力を最大化するための場づくり

日本のワークプレイスは
これからおもしろくなる
成田： 今日はみなさまにワークプレイスについて
論じていただこうと思います。私が25年前に会社

に入った頃は自席の椅子がステータスでした。

齋藤： ダイナミックな空間を使って知識創造をしよう
という働き方は21 世紀になって始まったことではあ

りません。しかし、30年前と今のワークプレイスの話

には違いがあります。私自身、オフィスの世界に入った

のは1991 年です。ちょうどバブルが弾けてオフィスに

余裕がなくなって、変革を迫られてきた時期でした。そ

こからの激変は体感していますが、オフィス作りに対

する戦略も、関係者も、コストとのバランスも変わって

います。ただ、日本の中で見ていくと、ワークプレイス

の戦略とか運営に本当に成功している会社はほんの

数％しかありません。マネジメントの部分やファシリ

ティマネジャーがハンドリングできない世界が含まれ

ているのも事実だと思います。

松成： オフィスの役割は時代とともに変わってきまし
た。アメリカでは一人ひとりの役割が明快になってい

るので、オープンオフィスの中にブースが個室のよう

に確保されていました。1980年代にコンピューター

が入ってきてワイヤーがごちゃごちゃになったので、

情報化が見込まれたオフィスが出てきました。1990

年代に入ると、チームで改革することが重視され、個

室やブースの高さを取り払い、顔が見えるような働き

方に変わりました。会社の狙いとしては、チームで何

かを創造する時代になってきたのです。1990年代半

ばからは、あちらこちらで働いていいということにな

り、2000年以降はモバイルワークになっています。仕

事を個人に分担しながら、

チームでイノベーションを

起こせるようなものがどう

やったら作れるのかという

ところに、変わってきてい

るのだと思います。日本企

業の場合は、組織単位で

仕事を割り振り、基本的には事業別に縦割りになって

います。この縦割りが壁となっていて、組織全体として

はチームとしての力になってない会社がほとんどだと

思います。

松 岡： 経営戦略という考え方が出てきたのは戦後。
戦争論から出ています。アメリカの戦略論というのは、

軍事のオペレーションのモデルをビジネスモデルに

転換していくところから出てきました。戦略論をわかっ

ている人たちがゲーム理論的にビジネスモデルを構

築し、人をどう采配するかという組織論を考え、経営

の考えが体系化されました。日本は、80年代に、アメリ

カの最新の経営を見ることができました。ところが、日

本には江戸時代から続いた日本的なやり方みたいな

ものがありました。あ・うんの呼吸というか。組織もある

ようでないような。戦略とか戦術とかはありません。経

営者が最近やっとそういうことを学び始めて、自分た

ちの経営資源を配分しながら最適にする、需要を獲

得するか、ビジネスを成長させるかということを考え

始めたのです。その要素の中にオフィス、ワークプレイ

スがあるのですが、まだ、意識がそこまで回っていな

い。経営者にとって一番関心があるのは、どうやってコ

アビジネスを成長させるかということです。そこにワー

クプレイスが戦術的に効いてくる、まして戦略的にど

う再配置するかということまでわかっている経営者

は、日本には少ないと思います。

                              座談会

松成 和夫
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●FM視点で考えるこれからのワークプレイス ❶特集
Special Issue 人財の力を最大化するための場づくり

村 山： ソニーでは、ビジ

ネス状況があまり良くな

かった数年間は、構造改

革に伴い、間締めをし、い

かにスペース効率をあげ

るかに注力していました。

ようやく業績が回復し、再

びワークプレイスの重要性が経営層に注目されるよ

うになってきています。

成 田：日本の場合はもともと製造業が多いので、

オフィスは必要最低限でよいという考えがあって、

その流れがいまだに続いています。しかし、もっと

戦略的に考えようという時代になってきました。そ

ういう意味では、日本のオフィスはこれからおもし

ろくなってきます。働き方改革もちょうどいい機会

なのではないでしょうか。

重綱： オフィスに対するイノベーションの考え方も含

めて、働き方をどう考えていくのか、それによって働く

場をどう構築していくのか、JFMA としてヒントを提示

していくことが必要だと思います。冒頭、成田専務から

椅子のヒエラルキーの話しがありましたが、ワーカー

側から見た働く価値観からすると、やっぱり、自分の成

果が認められることが大切です。

標準化ではなく、
人がイキイキ働けるように
成田：先日、ある方にフリーアドレスの話しをした

ところ「われわれにとって、フリーアドレスになって

自分の席がなくなるというのは、自分の仕事がなく

なるということなんです」と言われました。

齋藤： フリーアドレスくらいでビクビクしていては

ダメですよ。これからはAI が入ってくるので、専門

職だったら大丈夫というのは全く通用しません。

それよりも、組織の中で、チームでどうやって成果

を上げていくかということを真剣に考える必要が

あり、それをワークプレイスが支えるという立場に

ならなければ。FMで「標準化」というのがあります

が、一律に標準化するのは難しい。大企業ではダ

ブルスタンダードなどの実験もしないと回らない。

松岡： イノベーションは創造的破壊だといわれますが、

スタンダードでガチガチに作ることがFM みたいな話に

なってきているから、壊せない。壊すことができるか、そ

のマインドセットができるかというのが大切です。

松成： 以前は、FMというのは、ルールを作ってがっ

ちりとやっているということが大事だったけれども、

それよりも人がイキイキ働くということに、経営も、

だんだん重点が移って行っています。

村山： ちょうど弊社でもワークプレイスガイドライ

ンの見直しに着手しております。従来はコンプライ

アンス、公平性、効率化、コストの抑制に軸足を置

いていましたが、規定する部分を極力減らし、選択

肢や参考事例を掲載することにより、それぞれの部

署が考える働きやすいワークプレイスを実現でき

るようにしたいと考えています。

多様性の容認が
イノベーションにつながる
齋 藤：例えば、発達障害などで対面コミュニケー

ションをとることが大変苦手でも、チャット上のマ

齋藤 敦子
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ネジャーとして凄い能力を発揮する人がいます。

そういう人は、チャットで能力を発揮できると信頼

されて、相手と会った時に少し話ができるようにな

り、幸福感が高まる。

重綱： そういう個性をひとつの課の課長が見ると

なると、難しいですね。

松岡： 管理の原則が減点法になっていると、そうい

う人を抱えた課長さんは失敗できないから、余計

に委縮します。加点法でポジティブに考えればいい

んだろうけれど。

齋藤： アメリカなどには、3カ月で職場復帰するマ

マさんがいます。日本ではそんなことをしたら、社

会のプレッシャーがある。それから、がんになった

けれども働きたい人がいて、実際に働けるのだけ

れど会社がそれを敬遠してしまうということもあり

ます。

重綱： そのために毎月定期的に診断を受けなけれ

ばならないとなると、それだけで昇格から外れてしま

うといった、奇妙な理論で世の中が進んでいる。

齋藤： オフィスの中でいろいろな個性が生かされ

るところだと、自分としてはこれが正しいとか、素敵

な商品だと思えることが、実はイノベーションにつ

ながるということは多いと思います。

松岡： 自己主張ができるかできないかということも

大事。会社の中で自由に意見が言えるでしょうか。

松 成：相 手のことを思 い やって、その分、自分も

相手に思いやってもらっ

て、発 言もちゃんと尊 重

してもらうということは

大事だと思います。

社会との
接点が必要
松岡：企業によってはファミリーデーというのがあ

ります。日本では、子どもの頃から、働くという社会

との接点がありません。デザインとか空間とか、見

せてあげると興味も湧くだろうと思います。

齋藤：オフィスの中に家族や海外からのゲスト、あ

るいは街の人など、外部を取り込むようなオープン

さがあった方が、社員や経営ももっと進化できると

思います。

松成：オープンイノベーション注1というのもありま

すが、外部の人とどうコミュニケーションをとって成

果を上げるかというと、日本企業の組織の中ではや

りにくいようです。

齋藤：社会の流れが速いので失敗することも成功

することもあると思いますが、そういう場所を設けな

ければ、企業がどんどん社会から離れていって、イ

ノベーションが起きない体質になってしまいます。

松 岡：日本 の 会 社で働く人 は、終 身 雇 用 の 中で

ずっと守られてきたので、全く違う分野の人達と働

くということがなく、競合の会社のこともあまり知

らない。突然、外の人と一緒に考えろと言われて

も、多分、考えつかないのでしょう。

松岡 利昌
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齋藤：バイオメディカルの

ような分野になると、どの

企業にとっても新産業であ

り、自社リソースにはない

ので、出島みたいなものを

持っておかないと、新しい

アイデアもパートナーも見

つけられない。戦略はいろいろとあります。オープンイ

ノベーションも変わってきていると思います。

重綱： 経営トップに覚悟が必要だと思います。どんど

ん外部の人間が入ってきて、そのとき自社の新しい技

術が盗まれて先に作られてしまったらという危機感が

あります。しかし、そこは覚悟がなければ、いくら出島

をつくっても新しいものは生まれません。

村山： ソニーでは、いくつか外部の方と協業でき

る場を作ってきておりますが、グループ内も含め、

外部とのオープンイノベーションの場を拡大して

いく予定です。ソニーが持っている技術やアイデ

アを外部の方とどう共有していくかという点も準

備を整えながら進めていくことになります。

ワークプレイスへの投資を
説得するために必要なもの
松成： FM、経営資源のマネジメントにとってみる

とワークプレイスは重要な場所です。しかしなが

らワークプレイスの重 要 性につ いて、FMの中で

も、経営者の中でも理解が進んでいない。

齋藤：ワークプレイスの標準や、最低限ここまで達

していなければブラックだというような基準はない

のでしょうか。粗悪なワークプレイスを提供してい

る会社は、もう、選ばれないというような。

松成：例えば、日本の年金の運営機関であるGPIF注2

が、ESG 投資注3 を始めました。GPIFはESG投資の

中で、働き方改革の指標を作っています。

村山： ワークプレイスに対する投資状況が見える

ベンチマークデータがあると良いと思っています。

投資が限られている中でも、戦略的にワークプレイ

スに投資してる会社を見える化できれば、経営層

が意識しやすくなると思います。

ワークプレイスとは
働く人の舞台
齋藤： 企業が戦術として与えるものが、ワークプレ

イスだと認識をしています。従って、個人がカフェに

入って仕事をしているのは、自己裁量の範囲であっ

て、企業側がマネジメントするワークプレイスとは

異なると思います。

松成：いろいろな見方があるけれど、企業の経営

活動の中で働く場というのが、今のところ、ワークプ

レイスかな。FM 的には、企業がビジネスをするた

めに場がいるし、それは経営資源なのだということ

は言っておきたいですね。

齋藤： これからは、フリーランスが増えますからね。

実際、若い人でもNPOで働いている人もいるし、

複業が認められマルチで働いている人が増えてい

ます。そうなると、企業側からでないアプローチの

ワークプレイスもでてきます。

重綱 鉄哉
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重綱： ワークプレイスって、何をみるべきかという

のが大事。視座、視点というか、どういう立場で見る

かによって全然答えが違うのでしょう。

松岡： ワークプレイスというのは、人を大切にする

場所です。人を大切にするために投資をする。人を

蔑ろにしたら、イノベーションも生まれない、生産性

も上がらない。そこは人間の能力と直結しているん

じゃないかと思います。

齋藤：働くための舞台をつくるのがワークプレイス

かもしれない。受動的に働かされていた人も、急に

舞台が準備されてしまったら、踊らざるを得ないと

いうように。

成田：ワークプレイスは舞台ですね。

ワークプレイス持論
成田： 今までは客観的に、ご経験などを踏まえて

語っていただきました。最後に、ご自身にとっての

ワークプレイスについて、持論をお聞かせください。

齋 藤： どこで働きたいというのは、個人的にはあ

りませんが、都市を移動して働きたいです。例えば

ロンドンには、いろいろなワークプレイスが街中に

あって、行くたびに出会いがあり、多様な人たちか

らインスピレーションを受けられます。

村山： 私は、ワークライフバランスを大事にしたい

ので、自宅との距離を重要視しています。また、ワー

クプレイスはリビングにいるような心地良さが必要

だと考えています。

重綱： 場所にはこだわら

ない。自分で必要なもの

を持って、その時の仕事

が 一 番しや す い 場を選

択します。

松岡： 自然の中でナチュ

ラルに暮らし、働けるようになりたいですね。東京

には、これからメガプレートのオフィスビルがいっ

ぱいできて、どんどんいいオフィスができるだろう

けれど、コンクリートの中でずっと暮らすということ

には限界があるんじゃないでしょうか。

松成： 私は、言い残したことを。やはり四つの経営

資源は、企業がビジネスをするためには必要なの

です。FM は、良いビジネスをやるためのサポート

役なので、それとして機能してくれればいいなと思

います。 

                                                      

成田： ワークプレイスを経営資源として大いに活

用していただきたいですね。本日はありがとうござ

いました。 　　　　　　　　　　　　            ◀

  

注 1）　組織内部のイノベーションを促進するために、意図的かつ積極的に
内部と外部の技術やアイデアなどの資源の流出入を活用し、その結
果組織内で創出したイノベーションを組織外に展開する市場機会を
増やすことである

             （Henry W. Chesbrough, 著書『Open Innovation』2003年）

注 2）　Government Pension Investment Found 年金積立金管理運用独立
              行政法人

注 3）　投資するために企業の価値を測る材料として、キャッシュフローや利
益率などの定量的な財務情報に加え、非財務情報である ESG要素を
考慮する投資。Eは、Environment、Sは Social、Gは Governance
を意味する。

             （年金積立金管理運用独立行政法人ホームーページ参照）

村山 智樹
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AI時代の働き方と
ワークプレイス

中山 五輪男   なかやま いわお

富士通株式会社 常務理事
グローバルマーケティング部門首席エバンジェリスト

2045年にはオフィスがなくなる？！
　シンギュラリティ（技術的特異点）という言葉があり

ます。私も数年前から使っていますが、人工知能（AI）

がどんどん進化すると2045年にはAIが人間の能力を

超えて、さまざまな変化が起きるというものです。まさ

にパラダイムシフトが起きようとしています。シンギュ

ラリティを広めたのは、米国の実業家で発明家でも

あるレイ・カーツワイルです。彼は2005 年に『THE 

SINGULARITY IS NEAR』（邦題：シンギュラリティは

近い－人類が生命を超越するとき－）という本を著

し、2045 年に向けて、ライフスタイルやビジネススタ

イルがどのように変化するかを予測しました。それら

が次 と々現実になり、今でも世界中の人から予言書の

ようだといわれています。

　AI が人類を超えるシンギュラリティの時代にな

ると、人間の脳がネットワークでつながり、人間は

バーチャルリアリティ（VR）の世界で仕事をするよ

うになるといわれています。極論すれば、オフィス

はなくなり、ファシリティマネジメントもなくなるか

もしれません。でも、それは今すぐではなく20 年

以上先のことです。本当にそんな時が来るかどう

かは分かりませんが、 AI はものすごい勢いで進

化しています。ムーアの法 則ではありませんが、 

IT の世界は指数関数的に進歩しています。

　一方でファシリティはゆっくりとした右肩上がりの線

形的な成長 といえ、フリーアドレスやテレワークなど、

働き方にあわせてファシリティも徐々に変わってきて

います。これからパラダイムシフトが起きて人間のラ

イフスタイルが変化していくとファシリティマネジメン

トも大きく変わっていくでしょう。

経営者のITリテラシーを
高めることが必要
　働き方を変えたもののひとつにスマートフォン

があります。私はメールチェックをすべてスマート

フォンでしています。これまでは年に300 回の講演

●特別インタビュー

スマートデバイス、クラウド、ロボット、人工知能、IoTの5分野を得意分野とし、

エバンジェリストとして、年間約300回の講演活動を行う中山五輪男さん。

これからの働き方やワークプレイス、さらにファシリティマネジメントについてうかがいました。

クリエイティブな発想を
生み出す環境をいかにつくるかが、
AI時代のファシリティマネジメント
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をして、自分の席にいたのは1 週間のうち2 時間

程度でした。ですから、今でもモバイルワーカーの

ような働き方をしています。

　スマートフォンが普及し始めた頃、動画を見た

り、アプリでゲームができたりするおもちゃのよう

なものを使ったら社員が仕事をしなくなってしまう

といわれていました。しかし、今ではスマートフォ

ンの企業内導入が進んでいます。その後、パソコ

ンからタブレットにという時代が来て、ペーパーレ

ス化も進んでいます。以前、勤めていたソフトバン

クでは全員に仕事用のタブレット端末が配布され

ていましたし、今ではそれぞれの会社が働き方に

あわせたワークプレイスを工夫しています。フリー

アドレスが成功している会社に理由を聞いたとこ

ろ、その会社はプロジェクト単位で動いているの

で、プロジェクトのメンバーが近くの席に座るそう

です。ひとつのプロジェクトが終わると、また別のプ

ロジェクトで固まって席をつくっていくそうです。フ

リーアドレスは働き方や企業文化によってマッチ

する場合とそうでない場合があります。

　でも、企業はまずフリーアドレスに挑戦するべき

です。フリーアドレスにすると机の周りに物を置か

なくなり、整理整頓されます。ベンチャー企業のよ

うに急成長している会社は引っ越しが多いので、 

荷物が多いとコストがかかってしまいますから、フ

リーアドレスを導入するケースが多いようです。フ

リーアドレスを機にペーパーレス化や情報共有化

を進める会社もあります。

　当社では、グループ全体で約16 万人の社員が

いますが、「働き方改革」の一貫として2015 年度

からテレワークのトライアルを実施し、2017 年4

月より約35,000 人を対象に「テレワーク勤務制

度」を正式導入しました。場所にとらわれないフレ

キシブルな働き方ができ、介護や小さいお子さん

がいる社員など、うまく活用しています。

　新しい技術を導入して働き方を変えている会

社とそうでない 会 社 がありますが、経 営 層の IT 

リテラシーによって、企業の立ち位置や働き方に

大きな差が出てきています。企業は人だと考えて

おり、どういうマインドの人がトップになるのかに

よってビジネスや働き方、ワークプレイスも変わっ

てくると思います。これからは経営者が意識を変

えて新しいやり方に挑戦しないと生き残っていけ

ないでしょう。

RPA による定型業務の自動化
　金融、介護や医療、農業、道路や橋梁の維持管

理など、さまざまな分野でAI を活用したイノベー

ションが起きています。富士通でも「Zinrai（ジン

ライ）」という人工知能の技術を持っていますが、

これをベースに業務用アプリケーションを開発し、

お客様に提案を行っています。

　AI で働き方がどう変わるか。まずは 作業の効率

化があります。仕事の中で時間がかかっていたとこ

ろにAI を導入することで時間を短縮できます。当

社でも、資料作成やコールセンターの現場などで

AI を導入しています。たとえば、お客様用の資料作

成では、これまでは担当者が社内にある資料を集

めてモディファイし、カスタマイズしました。私も経

験がありますが、資料作成には非常に時間がかか

ります。AI に「こういうお客様にこういう提案をし

たい」と指示すると、すぐに社内のデータベースを

検索して、最適なものを集めてページ構成までして

くれます。これまで2~3 時間かかっていた資料作

成が15 分でできてしまいます。現在は社内だけで

使っていますが、いずれ製品化していく予定です。

　また人工知能に近いものにロボットによる業務

自動化（RPA、ロボティック・プロセス・オートメー
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ション）があります。 たとえば銀行や保険会社など

では、データをエクセルにコピー＆ペーストして、

グラフを作成するというような内勤スタッフの定型

業務がありますが、手順や操作をコンピューター

に覚えさせることで業務が自動化できます。私が前

にいた会社でも数百というプロジェクトでそういっ

た作業が進められていました。当社でも、今年9 月

から銀行の業務にRPA を導入する実証実験を広

島銀行さんと行っています。RPA は業種を問わず

多くの企業で急速に導入が進められています。

ビッグデータの活用が不可欠
　AI を導入したいが、何をすればよいか分からな

いというご相談を受けますが、まずは、何が経営課

題で、その解決のために何が必要なのかという青

写真をつくってからでないとうまくいきません。どん

な産業分野でも IT が使われていますから、企業は

ビッグデータの研究に真剣に取り組んでいかなけ

ればなりません。AI の活用にはビッグデータが不

可欠です。人工知能はビッグデータを持たないと、

まったく意味を持たない道具です。企業経営者の中

にはクラウドを嫌う人もまだ多く、自分たちの会社の

大事なデータを外のデータセンターに置くのは嫌

だという。また昔の紙の文化から抜け出せない経営

者も多く、社内の情報がデータ化されていないのが

現状です。だから会社の中にどんなデータがどこに

集まっているのかをほとんどの企業が把握できてい

ません。ですから、まず、会社のどこにどんなデータ

がどれだけ集まっているかを知り、それらをどのよう

に活用するか分析する必要があります。

　日本では、エンジニアがどんどん少なくなってい

ます。あと数年すると海外からエンジニアを連れて

こないと成り立たなくなります。さらに日本には優

秀なデータサイエンティストが非常に少なく、大き

な課題になっていくでしょう。単にプログラミングで

きるエンジニアではなく、データサイエンティスト

といってビッグデータを整理、分析して、企業が活

用できるようにコンサルティングできる人は貴重な

存在です。私はエバンジェリストといわれています

が、いずれはデータサイエンティストの肩書きを持

つ人が注目されるようになっていきます。

イノベーションや共創のための場づくり
　AI が進化すると人間は仕事をしなくなるので

はないかという人がいますが、そんなことはありま

せん。定型業務はコンピューターが行い、人はもっ

とクリエイティブな仕事をするようになります。ま

だAI にはクリエイティブなことができませんので、

人間の補助的な分野での貢献しかできません。AI 

には、強い AI と弱いAI の2 種類があります。現在

の AI はほとんどが弱い AI です。もともと回答が

用意されていて、人間からの質問を受けて、データ

ベースの中から回答を見つけて人間に教える、こ

れが弱い AI です。一方で強い AI は、回答がない

にもかかわらず人間からの質問を受けて自ら考え

て回答する。強い AI を提供する会社はまだありま

せんので、これは人類の課題だといえます。

　当社ではデジタル機器をフルに活用して、人間の

発想をより高めるための場をつくりました。東京・浜

松町と大阪・中之島(2017 年8 月オープン）にある

「富士通デジタル・トランスフォーメーション・セン

ター（DTC） 」では、壁一面にタッチパネル式のモ

ニターがあり、会議で使う付箋やカードが電子化さ

れています。お客様との共創の場として使っていま

すが、その一例としてヤマハさんとの「IoT ×音の

共創プロジェクト」があります。クリエイティブな発想

を生み出す環境をいかにつくるかが、AI 時代のファ

シリティマネジメントのテーマになります。   　　◀
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東京・浜松町にある「富士通デジタル・トランスフォーメーション・センター
（DTC）」では、ICTツールを使ったワークショップが開催されている。今

年8月に は、東京に引き続き、全国 で2番目となるDT C が 大 阪・中之 島 に
オープンした。　（P28-29に関連記事を掲載）
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クリエイティブな働き方を体感できる
共創の場　富士通デジタル・トランスフォーメーション・センター

誰もが創造力を発揮できる
デザイン・アプローチ
　インタラクティブボードに表示されている、さまざま

なヒントが描かれたカードを指で選ぶと、富士通独自

のツールを通して次々ととなりの壁面に映し出され

る。ディスカッションしながら、それらを自由に動かし、

参加者全員で共有し、アイデアをまとめていく。3 時間

のセッションが終わるとデータを記録し、印刷すること

もできる。

　東京・浜松町の世界貿易センタービルにある富士通

デジタル・トランスフォーメーション・センター（DTC）

は、富士通と顧客企業の共創の場として2016年5月に

オープンした。ここでは、最新のICT を使ったデザイン・

アプローチによるワークショップや富士通の全社員が

使っているコミュニケーションツールを体験できる。

　ビジネス環境が急速に変化し、イノベーションが求

められている。新しいアイデアを生み出すための手法

としてワークショップが注目されてきた。DTC では、デ

企業　イノベーション・共創

●❶ ●❷

最新のICTを備えた富士通デジタル・トランスフォーメーション・センターは、アイデアを出し合い、共感し、

ビジョンを描く「デザイン・アプローチ」によるワークショップなど、

創造的な働き方を実現するためのワークプレイスのあり方が示されています。
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ザイン・アプローチによるワークショップが開催され

ている。これは、将来の「ありたい姿」としてビジョン

を描き、共有し、アイデアをまとめ実現したい施策を

導いていくことが特長だ。デザイナーのものづくりの

思考を応用したスタンフォード大学のデザイン思考

がベースだという。通常、ワークショップは、アイデアを

紙に書いたり、カードを使ったりと、アナログな世界だ

が、DTC では、それらをデジタル化した。 働き方改革、

IoT、都市インフラといった多彩なメニューの中から課

題を選び、デジタル化されたカードを選ぶことによっ

て、誰でも漠然としたイメージを簡単に表現すること

ができる。テーマに沿って進めていくので、楽しみなが

ら、効果的にワークショップを行える。

　「DTC は、お客様のデジタル革新をお手伝いする場

として2016 年度には、約700 社がワークショップを

実施されました。全社の横断的な取り組みとして、さま

ざまな部門の方が利用されています」と富士通マーケ

ティングコミュニケーション本部プロモーション企画

統括部DTC推進部部長の近藤弘さん。

全社16万人が利用する
コミュニケーションツール
　富士通では、国内外のグループ会社約500 社、16万

人が共通のコミュニケーションシステムを使っている。

メールやweb 会議などにより、リアルタイムなコミュニ

ケーションやナレッジの共有が可能になる。すべての

社員のスケジュールや在席状況が共有されて、コミュ

ニケーションが取りやすくなったという。相手の在席を

確認して、インスタントメッセージで簡単なやりとりが

行え、その場でWeb 会議に切り替えることもでき、仕事

の効率が大きく向上した。これまでメールだけのやりと

りをしていた人の顔が見えるようになり、親近感や仲間

意識が芽生え、仕事によい効果が生まれているという。

DTC では、これらのツールを体験することもできる。

　近い将来、多くの仕事がAI に変わっていくとい

われている。これからはアイデアを出し合い、より

創造的な仕事をするためのワークプレイスが必

要になるだろう。DTCは、これからの働き方やワー

クプレイスのひとつの形だといえる。             ◀

●❸ ●❹

●❻

●❺

❶ デジタル化されたカード
❷ インタラクションボードを使い、アイデアを固めていく
❸ 富士通で導入されているコミュニケーションシステムを体験できるスタジオ
❹ ワークショップやテーマにあわせて専用のスタジオが用意されている
❺ 落ち着いた雰囲気のラウンジ
❻ 木を使い温もりのある内装
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ハイパフォーマンスを
生み出すチームワーク
サイボウズ株式会社

松川 隆
まつかわ たかし

サイボウズ株式会社 
事業支援本部人事部 マネジャー

社長もフリーアドレス
　このオフィスへの移転は2014 年に意思決定し、

2015 年7 月に実施しました。きっかけは、事業拡大と

ともに人員が増え、手狭になったことです。人事部総

務労務チームと情報システム部門がプロジェクトマネ

ジメントをし、全社が一緒になって、約1 年間、引っ越

しのためのプロジェクトを推進しました。

　東京オフィスは、派遣社員を含めて430人くらい

が在籍していますが、在宅勤務をしたり営業に出て

いて、在席率は7 割くらいです。営業や役員など着席

率が低い人の座席は、フリーアドレスになっています

が、固定席の人もいます。社長（青野慶久氏）も外出

企業　社員参加型・コミュニケーション

「チームワークあふれる社会を創る」を理念にグループウェアの開発を行うサイボウズ。

2015年7月に移転した東京オフィスは、情報や人が集まるリアルなコミュニケーションの場になっています。

移転プロジェクトのリーダー、松川さんにお話をうかがいました。

●❶
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や社内会議が多く着席率が低いので、基本的にはフ

リーアドレスです。

　社長は、以前自転車で通勤していたことがあった

ことに象徴されるように、社長然としていることが

嫌いで合理的なことが好きです。また、「率先垂範」

ということばを非常に大事にしています。フリーアド

レスも抵抗なく受け入れてくれました。

働き方改革推進には風土づくりが大切
　全員のオフィスなので、オフィスづくりは広くい

ろいろな人の意見を聞くのがやり方です。海外のオ

フィスに対しても、東京のいう通りにしなさいという

ことはありません。

　考え方の基本として、会社の運営は、「制度」と

「ツール」と「風土」の3 つを一緒に運営しようと

しています。例えば、在宅勤務を導入する場合、制

度がなければルール違反になってしまいますが、

ルールはつくればいい。在宅勤務ができるツール

やインターネット環境などは、お金が解決してくれ

る。制度とツールが整っているのに在宅勤務がで

きないという話を聞きますが、なぜしない、あるい

はできないかというと、それは風土の問題です。在

宅勤務をしたとたんに、周りの人から冷ややかな

目で見られているような感じがするとか、出世の道

がなくなったような感じがするとか。そういうことだ

と、制度やツールがいくら揃っていても利用されま

せん。風土というのが、ワークスタイルを考えてい

く、あるいは働き方改革を推進していく上で一番大

事なのではないかと思います。

経営会議の内容もグループウェアで公開
　風土で大事にしているのは、公明正大であることです。

　経営会議の議事録も、プライバシー情報とイン

サイダー情報を除いてすべてがグループウェアで

社内に公開されています。誰がどんな発言をして

どのように物事が決まったのかが、すべて分かりま

す。経営会議の内容は社内のみんなに関係するこ

とです。オフィス移転についても早い時期から全社

員に公開しました。すべてのことが、グループウェア

の掲示板にオープンにされます。

　議論をするときに「説明責任」と「質問責任」があ

ります。すべてがオープンにされているというのは、

❶ 執務エリアの中央部にあり、コミュニケーショ
ンの場となるラウンジ

❷ フリーアドレスになっている執務エリア。現在
は座席に余裕があるのでゆるやかに運用されて
いる

❸ 受付では樹木のみならず動物の置物が来客を迎
えてくれる

●❷

●❸
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説明責任が果たされているということです。意見が

ある、いいたいことがある人は、質問責任を果たさ

なければなりませんし、質問責任があるので、噂話

を信じるということはあまりありません。必ずしかる

べきところでいわなければならない。また、質問を

するのが当たり前の風土がありますから、みんな、

気軽に聞いてきます。居酒屋で愚痴をいっている

人は質問責任を果たしていないのです。

それでもオフィスに出勤したい理由
　在宅勤務をする制度がすでにあったので、実は、み

んな、出勤したくないのではないかと思っていました。

移転を決める前に、サテライトオフィスを郊外につくろ

うと提案しましたが、嫌だという人が大勢いました。

　このオフィスの在籍者の平均年齢は34 歳と比較

的若いのですが、若い人達が主に反対してきたの

です。まだ自分は成長段階にあるのでいろいろなこ

とを吸収したい。オフィスというリアルな場で一緒

に仕事をすることで、先輩や上司がお客さんと電話

をしているのを聴いたり、あるいは帰りにちょっと

飲みに行って話すところから学ぶことがある。オフィ

スに来ないと漠然とした不安があるということでし

た。ベテランになって、アウトプットがどこにいても

できる人はいいかもしれないけれど、私たちはまだ

早いですというのが彼らの主張でした。

みんなで導き出した5つのコンセプト
　分散するのは時期尚早だということが分かった

ので、オフィスが狭いという問題は、引っ越すことで

解決することにしました。

　まず、検討委員会をつくって、人事部の総務労務

チームのメンバーと情報システムが中心となり、い

ろいろな部門の人達に集まってもらいました。男性、

女性、世代もバラバラ、役職など関係のない30 人く

らいのメンバーです。オフィスについて、いろいろな

切り口で、1 回3 ～4 時間、合計3 回話し合い、「コ

ミュニケーショナル」、「チェンジブル」、「センス5 プ

ラス1」、「エコエキスパンド」、「トラストアンドセキュ

ア」という5 つのコンセプトを導き出しました。決め

たのはここまでです。ここからは、いろいろな人を巻

き込んで、リアルな場で、みんなで議論しました。

　これらのプロセスもグループウェアで情報共有し

ていますので、オフィスができた時には、社員はす

でにコンセプトを理解しています。でき上がったオ

フィスについても、グループウェアの掲示板に、この

部屋は使いにくい、ここにホワイトボードがあれば

コミュニケーショナル
社員同士がコミュニケーションをする
議論をする中で、直感的に思ったこととは違ういろいろ考え方が
出てくるということを移転プロジェクトの中で身をもって体験した

チェンジャブル
変化するチームの状況や事業の状況に合わせ、いろいろな意味でカタチが変えられる

センス5プラスワン
五感と、第六感を使って一体感を作る

エコエキスパンド
エコシステムを広げるために、社外の人も来やすいような状況にする

トラストアンドセキュア
クラウドの事業者でもあるため、お客さまの信用を得るためには
トラストでセキュアであることが必要

　　 オフィスコンセプト

●❹
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便利だといった意見が積極的に書きこまれます。想

定した使われ方をされたり、されなかったり。いろい

ろありますが、アンケートをとったり、実際に話を聞

いたりして解決方法を考えます。

多様性のあるまちだから日本橋を選んだ
　各部門がバラバラではなくてなるべく一緒に入りた

かったので、1 つのフロアが広い物件を探しました。こ

の立地を選んだのは、日本橋というまちが、われわれ

が考える多様性というキーワードに合っていると思っ

たからです。日本橋には、中小企業もあるし、大企業も

ある。老舗の和菓子屋さんもあるし、旅行客もいるとい

うように、いろいろな人がいる。そういう多様性もある

し、江戸の五街道の起点という歴史があるところは、

日本発のグローバル企業として、われわれも同じよう

な感じがあるなと思いました。

　このビルは、複数の地下鉄が利用できる日本橋

駅に直結しています。東京駅からも近いし羽田や

成田とのアクセスがいいというのも、この場所を選

んだ理由です。

オフィスがワークスタイルに与える影響
　2014 年にオフィスを移転しようと決めて、ここに

来て、オフィスというものが、会社の文化的なもの

や空気感と密接な関係があることがわかりました。

今までは、オフィスはただの空間に過ぎないと思っ

ていました。

　イベントを開催して、お客さまやパートナー企業

の方をこのオフィスにお呼びします。これは狙い通

りの使い方です。そうすると、私たちのオフィス、執

務エリアを見ていかれる。ご案内するとみなさん驚

かれます。見渡すと社員はみんな、ノートPC を持っ

て歩いている。会議も資料が配られているわけで

もない。それが目の前に見えている。なぜこんなふ

うになっているのかと尋ねられるのです。紙を使っ

ていないので、コピー機は１台だしキャビネットは

空っぽですというと、グループウェアの導入に興味

をもっていただけます。ビジネスは非常にやりやす

くなったと思います。

　ここには、いろいろな仕掛けがあります。IT ツー

ルも整備され、在宅勤務がとてもやりやすくなりま

した。総合的にオフィスというもの、ファシリティが

ワークスタイルに与える影響力がこんなにあるのだ

ということを、プロジェクトをリードした私は、強く感

じました。社員のみんなもそう思っているのではな

いでしょうか。                                               ◀

❹ 世界各国の港の名前がつけられた接客室を
兼ねたミーティングルーム。海外とのネッ
トミーティングも行われる

❺ 執務エリアにある打ち合わせスペース。周
囲から見えにくくなっていて、話の内容に
集中できる

❻ オープンな打ち合わせスペース
❼ ミーティングや簡単なプレゼンテーション

ができる
❽ 気軽にコミュニケーションができるベンチ

●❺ ●❻

●❽●❼
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自分らしく働き、
ペットと過ごせるオフィス
マース ジャパン リミテッド

常木 一成
つねき  いっせい

マース ドリンクス ジャパン代表

企業文化やビジネスの基盤となる
「マースの五原則」

　マースは、世界80カ国以上で6つの事業をグロー

バルで展開する非上場のファミリー企業です。1911

年に米国ワシントン州タコマでフランク・マースがキッ

チンでキャンディバーをつくり販売したことがはじまり

です。マース ジャパン リミテッドは1975年に日本に

設立され、ペットケア、チョコレート、ドリンクの3 つの

事業を展開しています。

　2016年5月にマース ジャパンの2 拠点、グループ企

企業　ウェルビーイング・多様性

昨年5月、マース ジャパンは品川の新オフィスに移転しました。移転にあたってのオフィスづくりの考え方について、

事業とも深い関係のあるマース ドリンクス（旧フラビア）の常木代表にお話をうかがいました。

コーヒーを中心としたオフィスドリンクは社員同士をつなぐ重要な役割を演じるとの考え方のもと、

それを強く意識したコラボレーションスペースづくりがとても印象的なオフィスでした。

●❶

●❷

●❸
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業であるロイヤルカナン ジャポンの1 拠点を品川シー

ズンテラスに集約しました。それぞれのビジネスの違い

を尊重しながら、共通の企業文化を体現するオフィスを

つくることが拠点統合の大きな目的でした。

　企業戦略があり、その下部概念としての組織が

あり、それを支えるのがオフィスです。戦略が変わ

れば、組織も変わり、ワークプレイスも変わります。

経営トップがそれを認識していて、これまでもワー

クプレイスのレイアウト変更や改善に投資をしてき

ました。私が入社した10 年前は、マーケティング、

セールス、というようにファンクションごとの座席配

置でしたが、今はペットケア、チョコレート、ドリンク

というように事業ごとの座席配置になり、なにかあ

ればすぐに相談できるようになりました。新オフィス

でも、このような考え方が踏襲されています。

一人ひとりの多様性や個性を尊重
　当社には、品質、責任、互恵、効率、自由といった

「マースの五原則」があり、当社の文化の基盤であり、

ビジネスへの取り組み姿勢の基本となっています。トッ

プの経営判断やラインマネジャーの意思決定など五

原則がすべての基準になっています。もちろん、拠点

統合による新たオフィスの構築においても、この五原

則が基本です。さまざまな文献を読み、マースの企業

文化や働き方について考えました。そこから「Open」

「Free」「Fair」「Engagement」「Empowerment」

という5 つの言葉を抽出し、移転チームで共有し、認

識を深めました。さらにそれらをオフィスに落とし込

んだのが、「ウェルビーイング」、「ワンチーム」、「ペッ

トフレンドリー」という3つのキーコンセプトです。

　当社では、アソシエイトコンセプトという考え方があ

り、社員を「アソシエイト（仲間）」と呼んでいます。人材

こそが重要であり、仲間として尊重するという理念のあ

らわれです。全アソシエイトも会社や仕事に誇りをも

ち、責任をもちながら自由な発想で働いています。

　ワンフロアには2社合わせて約300人が働いて

います。それぞれのライフスタイルにあった働き方

をしないとベストのパフォーマンスは出せません。

社員がポテンシャルを最大限発揮し、成長すること

が企業の大前提です。一人ひとりの多様性や個性

を尊重しながら、ベストのパフォーマンスを出せる

ような仕掛けを工夫しました。心や身体の健康を保

❶ ❷ ❸ マース ジャパンは、ペット
と一緒に仕事ができる「ペットフ
レンドリー」な会社。レセプショ
ンエリアにあるキャットルームに
は、猫が常駐（アソシエイトキャッ
ト）し、上部のキャットウォーク
から隣の来客用会議室「カルカン
ルーム」へ遊びにくることも。ペッ
トがいることで、人は自然に笑顔
になり、会話も弾む

マースの五原則

品質の原則
責任の原則
互恵の原則
効率の原則
自由の原則

共通の企業文化を体現する基盤をつくる
3つのキーコンセプト

Wellbeing
自由に、自分らしく働く「場」

Pet Friendly
ペットのいる「場」

One Team
多くの人とすぐにつながれる「場」

多様なバックグラウンドを持つ人々が、それぞれ
のライフステージで集うのが会社。マースはその
すべての多様性や個性を尊重。時間も場所も。
さまざまば働き方ができ、「自分の一番」の働き
方が見せる仕掛けを随所に配置。

心も体も万全な状態殻しか、
最大のパフォーマンスは生まれない！

「コミュニケーション」を大切に、迅速に効率的
に仕事を進めるのがマースの流儀。
お互いの特徴を尊重しながら、チームとしての働
き方ができるオフィスに。

互いに気遣い、サポートすることは「責任」
の一つ。まるで一つのチームの様に！

「ペットのためのより良い世界（A Better World 
for Pets）」を実現するというビジョンの下、オフィ
スでもペットと一緒。

ペットは、人を癒し、
笑顔で繋げてくれる！

透明性の高いオープンな
コミュニケーションはマースの企業理念です。

アソシエイト同士のコミュニケーションや、
助け合いこそがマースらしい働き方であると考えています。

マースには「アソシエイト コンセプト」という
考え方があります。
マースで働くすべての人の
アソシエイトアソシエイト（中間）として尊重されます。

マースの
企業文化

組織で働く全アソシエイトが志と情熱を持って
主体的にビジネスに貢献することが不可欠です。
マースでは、全員がそのポテンシャルを
最大限に発揮することを支援しています。

共通の目的を達成するために、
各個人に権限委譲されることで働きがいを

実感できます。

マースは、自由に意志決定ができる環境を非常に大切にしています。
マースが創業以来、株式を公開していない理由はここにあるのです。

Free

FairOpen

EngagementEmpowerment
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ち、ライフスタイルにあわせて働けるようにするこ

とがウェルビーイング発想の場づくりです。

　ワンチームをつくるためには、コミュニケ―ショ

ンが大切です。効率的に仕事を進めるうえでも、コ

ミュニケーションしやすく、チームとしての働き方

ができる環境づくりをめざしました。当社の五原則

の中には、誰かが困っていたら絶対に助けなけれ

ばいけないということも記されています。これは単

に手が空いたら手伝うといったことではなく、常に

気遣い、サポートし合うという意味です。ワンフロア

でオープンなオフィスをつくることで誰がどんな仕

事をしているのか、困っている人はいないか、まわ

りの空気を認識できます。

　またマースとペットフードを取り扱うグループ会社

の2 つの会社に共通のプラットフォームをつくること

で、お互いに刺激を受けながら、ペットフードビジネ

スの基盤をつくっていくという目的があります。そし

て、IT サービスの標準化と共通化により利便性向上

とコストダウンを図りながらも、一方で、ガイドライン

を設け、顧客情報などは別々に管理するなどセキュリ

ティは強化しています。

アソシエイトの居場所「パーク」
　オフィスの中には、コミュニケーションを誘発する

さまざまな仕掛けがあります。また多様な働き方をサ

ポートするため、オープンミーティングや自由に使え

るデスクなどを配置しています。2 社の間に設けたコ

ラボレーションスペース「パーク」は、すべてのアソシ

エイトが自由に利用できる空間です。ビルの北側には

3.5haの広大な緑地があり、その眺望と内部空間が視

覚的につながり、連続性を体感できます。ここでは当

社のドリンクを楽しむこともできます。

　コーヒーや紅茶は人をつなぐマグネットのひとつで

す。ドリンクを片手にオフィスの中で人と人がつなが

るモーメント( 瞬間) を提供するのが私たちのドリンク

事業です。液体や粉は誰でも売れますが、私たちが提

供するのは、オフィスでさまざまなことが起こる瞬間、

モーメントです。新オフィスでもモーメントを演出する

のはなにかを考えました。

　ドリンクを飲みながら、ひと息ついて心が癒される

場所…。みんなで集まり、議論をしながらアイデアを

出す仕事の場所…。私はコラボレーションスペースで

実現したかったことをスケッチブックに書きだしまし

●❹

●❺ ●❻

●❼
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た。そして、それらを満たす場は「パーク」だと考えた

のです。テーマパークでもなく、広大な自然が広がる

国立公園でもなく、都市の中にある大人のための公

園です。「パーク」という言葉のもつ明るさ、開放感、楽

しさも大きな要素です。大人のパークなので、シカゴの

「サタディ・イン・ザ・パーク」という曲のように、いろい

ろな人が集い、話をしたり、笑ったり、楽しく活気があ

るけれども、穏やかで幸せを感じられる場所です。夕

方には遠くでトランペットの練習をしている人がいる

ようなジャジーな雰囲気も演出するために17：30 か

らはジャズを流しています。　

ペット同伴制度とアソシエイトキャット
（常駐している猫）

　ビルの選定では、オープンオフィスを実現するため

にワンフロアが3,000㎡以上あることとペットフレンド

リーが条件でした。ペットケア事業部では、「ペットの

ためのよりよい世界」を実現することがビジョンです。

アソシエイトには、ペットを飼っている人と住環境の

問題などで飼えない人の両方がいます。みんなにペッ

トと過ごすことのすばらしさを体験してもらうために、

オフィスもペットのいる場にしました。

　レセプションホールにあるキャットルームには猫

の「きなこ」と「ちょび」が常駐しています。ガラス張

りなので、猫好きの方はもちろん、多くのお客さまから

好評です。キャットルームに隣接するミーティングルー

ム「カルカンルーム」とはキャットウォークでつながっ

ていて、上から猫がやってくることもあります。　また

オフィスに自分のペットを連れてきてもよい「ペット同

伴出社制度」があります。登録制で通勤やビルの共用

部ではケージに入れるといったルールがありますが、

ペットがオフィスにいると違う部署の人同士もコミュ

ニケーションがスムーズになり、自然とみんなが笑顔

になります。ペットのもつパワーには驚かされます。

ペット事業とは関係のない会社でも、ぜひ取り入れら

れたらいいと思います。

　移転して1 年がたちますが、来客者用ミーティング

ルームに吸音材の入ったスツールをおくなど、アソ

シエイトの意見を反映して日常的に小さな改善をし

ています。　　　　　　　　　　　　      　　◀

❹ レセプションホールの奥がキャットルーム
❺ コーポレイトカラーのブルーを使った会社の紹介展示
❻ レセプションホールでは、来訪者も好きなドリンクを

楽しめる
❼ ワンフロアに広がるオープンなオフィス。事業部単位

の固定席で、さまざまな職種の人が近くに座ることで
コミュニケ―ションが円滑に

❽執務エリアには打ち合わせや集中できる場所など、多
様な場が用意されている

❾ ❿ 大人の集う都会の公園がコンセプトのコミュニ
ケーションスペース「パーク」。隣接する公園の眺望と
一体感のある開放的な空間

⓫ ファミリーデーの展示

●❽

●❿ ●⓫

●❾
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公務員の働き方を
抜本的に変えた
「オフィス改革」

総務省行政管理局

松本  惇
まつもと じゅん

総務省行政管理局
企画調整課 課長補佐

BPR で業務の無駄を縮減し、
効率化する
　働き方改革やワークライフバランスは公務部門で

も課題になっています。従来からの行政改革で職員

の削減が進められている一方で、 ICT 化で仕事のス

ピードが大きく加速された結果、同時並行的に多くの

業務に対応する必要が生じ、個人が対処すべき業務

量はさらに増えています。日々の仕事で精一杯で働き

方改革にまで手がつけられないというのが現状です。

　そこで、新たな行政改革というべきBPR（ビジネス・

プロセス・リエンジニアリング）を全省庁的に進めてい

ます。BPR は、既存の業務プロセスをていねいに見直

し、機械化できる部分は機械化し、本当にマンパワーが

必要な部分（頭で考える仕事や国民とのインターフェ

イスなど、建設的・生産的な仕事）に人員を充当するな

ど、業務プロセスを最も効率的に構築し直し、施策とし

ての効果を最大限に引き出す手法です。このBPR は、

従来の行政改革と何が違うかというと、業務プロセス

行政　BPR・働き方改革

総務省行政管理局におけるオフィス改革の取り組み

総務省行政管理局では、フリーアドレス、ペーパーレス化を進め、

場にとらわれない自由な働き方を実現しています。「オフィス改革伝道師」として

全国で講演をされている松本さんにオフィス改革の意義や導入のポイントをうかがいました。
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全体を改革の対象にしている点です。たとえば、従来の

行政改革の主立ったものとして、窓口申請のオンライン

化があります。これにより国民の利便性は向上しました

が、申請という入口だけオンライン化しても、残りの役

所内のプロセスが従来のままでは手続全体の業務効

率化に限界があり、いずれ行政が立ち行かなくなる危

険性があります。このため、持続可能な行政組織を形作

るために、これからの行政は、BPR により、無駄な手間

や作業を縮減し、今ある人・物をどう最大限効率的に

配置するかを考えていかなければならないのです。

　私たちは、めざすべき働き方を実現するためにど

うすればよいかを考えた結果、このBPR の手法を用

い、日常業務の手間や非効率な作業を見つけ、それ

を解決するための「場」の改革（オフィス改革）を行

うという発想が生まれました。私たちのめざすべき働

き方は、「場」にとらわれない柔軟な働き方です。具

体的には、ペーパーレスを前提に、会議や打ち合わ

せごとに業務用デバイス（PC）を持って、端末と身

体一つで自由に動け、またテレワークも活用しやす

い働き方をしたいと考えました。そこで課題になった

のが、①有線 LAN や紙文化により、働く場が自分の

デスクに拘束されていたことです。紙に埋もれるデス

クでは、どこに何の資料があるか 分からず、目的の

資料を探すだけでも一苦労ということもあります。②

また、会議室が狭く、数も少ないため、なかなか予約

が取れず、紙ベースなので資料を印刷して配布する

必要があったこともあります。印刷業務は時間を取ら

れ、かつ急ぎの手直しも多く、何度も修正・印刷を繰

り返すという手間もかかります。

　これに加えて、トップダウンによる指示もオフィス改革

の契機となりました。2014 年、当時の松本文明総務大

臣政務官からの、外国の電子政府の先進的なオフィス

事例を踏まえた指示や、オフィス改革実施後も高市早

苗前総務大臣が、公務部門のテレワークを推進したこ

とで、われわれの取り組みの推進力となりました。

　このような中で、2015 年1 月に第1 弾として行政

管理局行政情報システム企画課のオフィス改革を実

施しました。ここでは管理職の固定席も廃止し、完全

にグループデスクのみとしました。セキュリティ確保

のため、以前は個人デスクにワイヤーで固定されて

いたPC も、ダイヤルキー付の個人用ロッカーを用意

し、PC はそこに収納します。個人の座席という概念

がなくなり、資料は原則的に電子共有フォルダで保

存・管理するため、デスクで書類を保持せずにペー

パーレスで仕事を行う文化ができました。

　オフィス改革により生じたスペースには、ミーティン

グ用のテーブルを置き、モニターも設置しました。これ

により、会議スペースが増え予約不要の会議スペース

中央合同庁舎第2号館にある総務省行政管理局行政情報システム企画課のオフィス
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もでき、また、全員でモニター画面を見ながら議論を

することができるようになりました。会議室予約が必

須ではなくなり、また、資料印刷の必要もなく、その場

で資料を修正できるので、打ち合わせが終わったとき

には目的の資料がほぼ完成しています。このように、

会議や打ち合わせのスタイルも変わり、業務処理のス

ピードが上がりました。

　これらの取り組みで業務の効率化が進み、行政情

報システム企画課では、オフィス改革前と比較して、約

20% 残業時間が減り、プリント・コピー量も半分以下

になりました（いずれも一定期間の月平均）。

業務実態・内容に合わせたオフィス改革を
　第１弾のオフィス改革を終えた後、相当数の地方

自治体や民間企業の方々が当局オフィスの視察に来

てくださいました。視察にいらした方々は皆、すばらし

い取り組みだといってくださるのですが、一方で意見

交換を通して、このオフィスは、変形テーブルや管理

職席の廃止など、 従来の役所のあり方と離れすぎて

おり、特に、国や地方自治体にとっては、参考にしにく

いということが分かってきました。

　そこで、これらの声も踏まえて、2016 年3 月、オフィ

ス改革第２弾として、当局の総括セクションにおい

て、従来の役所にもなじみやすいモデルになるオフィ

ス改革を実施しました。基本的な理念は第１弾と同じ

ですが、第２弾では、窓際に管理職の席を残しつつ、

それぞれの課室でフリーアドレスを実践する形にしま

した。デスクも変形テーブルではなく、長方形のテー

ブルにしました。また、第２弾に合わせ、局内のポータ

ルサイトをつくり、幹部の日程など局内で共有すべき

連絡事項や資料などを集約し、各担当が効率的に仕

事を進められる環境を整えました。

　当局最後の第3 弾は、法令を所管する部門でのオ

フィス改革です。ここでは外部からの問い合わせへの

迅速な回答や法令作成業務のため一定程度の紙資

料を残すことが効率的な業務のために必要でした。そ

こで、一定程度の紙資料を残すことを前提に、各個人

のキャビネットを一つ用意しました。ペーパーレス自

体がオフィス改革の目的ではなく、オフィス改革によ

り、業務を効率化することが目的なので、前２弾と比

べて、必ずしも完全なペーパーレスが必要なのではな

く、紙資料を残す選択肢もある、という提示にも効果

を上げていると思います。

　一連のオフィス改革は、テレワーク活用にも効果を

発揮しています。管理職も含めて局の職員は、ひとつ

の仕事の形態として抵抗なくテレワークをしていま

す。私自身も月に2、3 回テレワークをしています。資料

は電子化され、共有フォルダにあるので自宅でも職場

と同じように仕事ができます。この成功の秘訣は、オ

フィス改革だけでなく、生体認証でセキュリティ対策

も万全であること、局内では95% が電子決裁という土

壌があったこともあります。

●❶
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職員がICT を積極的に活用するよう、
意識改革も必要
　オフィス改革により「場」を改革しても、その狙いと

する新しい働き方や意識・行動が職員の間で定着しな

ければ十分な効果は発揮されません。このため、行政

管理局では、若手職員が率先して業務改善を進めるた

めの提案・周知を行い、また幹部が職員の働き方変革

を促すメールを全職員に定期的に送るなどにより、局

全体として、オフィス改革の運用ルールや効率的な働

き方を実践する意識の徹底に取り組んでいます。このう

ち、特に若手職員の動きについては、オフィス改革プロ

ジェクト自体が、若手職員が自分でプロ顔負けの啓発

ポスターを作成したり、「オフィス改革伝道師」として、課

長補佐以下の若手職員が講演依頼に対応したり、と若

手主導で進めてきたことが、若手職員が「自分たちで

提案していいのだ！」という意識を持つきっかけとして、

大変意義のあることだったと思います。      

働き方改革としてのオフィス改革の広がり
　 当 局のオフィス改 革 への関 心の高さですが、

第1 弾 の 改 革 から今までに、国 や 地 方自治 体、

民 間 企 業、海 外などから、合 計1,400 人 以 上の

視察がありました。また、国家公務員制度担当大

臣や内閣人事局長から、公務部門のワークライ

フバランスに関 する表 彰を受 けました。国 会 や

メディアでも取り上げられ、最近では日本行政学

会からも注目されるなど、各界から注目されてき

ています。今後もより一層、実務・学術分野の両

面で、働き方改革としてのオフィス改革を広めて

いければと思っています。

身の丈に合った改革を
－効果的なオフィス改革のために－
　当視察や講演にいらした方々の中には、グループデ

スクの導入やペーパーレスは自分たちの職場や仕事

には馴染まないとおっしゃる方もいます。そういった方

には、それぞれの職場や職種に応じて、一番ふさわし

いやり方でオフィス改革を行えば良いし、ペーパーレス

にこだわりすぎないことも必要だ、とお話しています。ま

た、３弾にわたるオフィス改革では、それぞれ約1,000

～2,000万円の費用が発生したことに対し、実施しよう

にもコストがかかりすぎる、というコメントをよくいただ

きます。これに対しては、庁舎移転や改築のタイミング

に合わせてオフィス改革を実施することを勧めていま

す。私たちが進めているオフィス改革は、働く人の力を

最大限発揮できるように場をマネジメントしていくFM

そのものだといえます。そこには、決まった形があるわ

けではなく、それぞれの組織の特性・業務内容に応じ

てさまざまなアプローチがあり得ると思います。どのよ

うに業務を効率化し、めざすべき働き方に近づけてい

くかを真剣に考え、ゼロベースで発想をぶつけ合うこと

が大事だと考えています。                               ◀

❶ 行政管理局6階オフィスではチームアドレスを導入
❷ ロッカーや書庫は壁面に配置し、オープンな打ち合わせスペースを設けた
❸ 行政管理局行政通則制度グループの9階オフィス●❷

●❸
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ワークショップや段階的な試行で
フリーアドレスやペーパーレス化を推進
愛媛県 西

せ い よ

予市

行政　行革推進・チームアドレス

藤井 兼人
ふじい かねと

総務企画部総合政策課 
課長

亀岡 敦志
かめおか あつし

総務企画部総合政策課 行革推進係
係長

片山 大輔
かたやま だいすけ

総務企画部総合政策課 行革推進係
主任

全国の自治体に先駆けオフィス改革に取り組む西予市では、業務を効率化しながら、

職員の連携を強め、行政サービスの質を高めるためにオフィス改革を進めています。

全国からの視察も多く、この試みは市の知名度アップにも貢献しています。

●❶
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行政にも求められる効率性や創造性
　働き方改革やオフィス改革は地方公共団体にも

広がっている。愛媛県南部にある西予市は、2004

年 に 宇 和町・野村町・城川町・明浜町・三 瓶 町 の5

町が合併して誕生した。人口は約3万9千人。「合併

から10年が経ち、合併算定替の特例が終わり、地

方交付税の額が段階的に減っていきました。一般

財源で20億円減るのですから、職員も減らしてい

かなければなりません。事務を効率的するために

働き方改革が必要になり、その手段のひとつとして

オフィス改革に取り組んだのです」と総務企画部総

合政策課課長の藤井さんは取り組みの経緯を話し

てくれた。また「今後は人口減少が進み、財政状況

も厳しくなることが予想され、さらに多様化する市

民サービスに対応する必要性があり、行政にも創

造性や効率性が求められています。もうひとつは市

の魅力発信です。全国の自治体に先駆けオフィス

改革を進め、広く情報発信することで西予市の知

名度アップになり、将来の発展につながると考えて

います」という。

　同行革推進係係長の亀岡さんは「第二次総合計

画を策定するにあたり、総務省の派遣制度を活用し

て、2014年5月から2年間、総務省の方に企画財務

部部長として来ていただきました。その時に業務の

効率化が必要だということになったのです」。企画財

務部長のもと、行革推進係の亀岡さんと片山さんが

中心になり、企画財務部でのオフィス改革がスター

トした。2015年3 月に既存の机によるレイアウト変

更を実施。一部の書庫や脇机を撤去し、ミーティング

スペースを新設し、でフリーアドレスとペーパーレス

化を進めた。

　4 月には、総務省行政管理局のオフィス改革を

市長とともに視察し、「オフィス改革のメリットを納

得していただきました」と藤井さん。さらに「マイク

ロソフトやサイボウズなどの先進的な働き方をし

ている企業のオフィスも視察し、自分たちもやって

みようという思いを強くしました」と同行革推進係

主任の片山さん。

ワークショップや段階的な試行で
意識を高める
　2016年4月には京都工芸繊維大学の仲隆介教

授、東洋大学の戸梶亜紀彦教授、株式会社オープ

ン・エー代表の馬場正尊さんとオフィス改革産学

官連携・協力協定を締結し、調査やワークショップ

などを実施し、デザインに落とし込んでいった。

　2016 年6 月からはフリーアドレスの試行を実

施。「いきなり新しいことを始めるのは難しいので

段階を踏んで練習したのです」と亀岡さんはいう。

既存のデスクのまま、職員は毎日席を変えて座るた

❶ オフィス改革が行われた 4階の執務エリア。窓際は集中スペース
❷ チームアドレスの導入や執務室に打ち合わせスペースを設けたこ

とでコミュニケーションが円滑になった
❸ 窓側に設けられた打ち合わせスペース。木のぬくもりや窓から見

える緑が心地よい●❷

●❸
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め、机の上や中に物を置いて帰らないことを徹底。

課長以下、すべての職員が机の上を片付けて、引

き出しも全部空にした。「最初は少し戸惑いまし

たが、デスクに物がないことが今では当たり前に

なっています。机の中に入らない書類がたくさん

あり、かなり処分しました」と藤井さんは当時を振

り返る。

　10月から11月には、4階 職 員 を 対 象 にワーク

ショップを開催し、働き方改革やオフィス改革の

目的、コンセプトを共有し、新しいオフィスでの働

き方のシミュレーションを行った。「オフィス改革

の狙いをきちんと伝え、新しい働き方を共有し、さ

らに見直しをしていきました。自分がどういうふう

に働くのかを考えるきっかけにもなりました」と片

山さん。Facebook「西予市行財政改革日記」 や

グループウェアによる情報発信も行ってきた。

コミュニケーションのためのスペース
　2016年11月には、総務課、財政課、まちづくり推進

課、総務政策課の４課、約45人が在席する4 階のオ

フィス全体で大胆なレイアウト変更を実施した。各課

にあった消耗品の保管スペースや給湯スペースを一

カ所に集約し、このコーナーを「プレイ」と名付けた。

既存の収納を活用しながら、木の天板や間仕切りで

カフェのような空間を演出し、職員が集まるマグネッ

トスペースになっている。「会話が増え、仲間意識も

芽生えました」と亀岡さん。リラックスした雰囲気の中

でコミュニケーションをとることで新しいアイデアも生

まれやすくなる。

　また集約化により生まれたスペースを打ち合わ

せのための「コラボスペース」にした。地方創生で

生き残るための試みをするためには他の課と連携

することも多い。「これまでは会議室が少なく、なか

なか予約が取れませんでしたが、今は、すぐに打ち

合わせができます」と片山さん。来客対応のための

「ウェルカムスペース」も新設した。課ごとのチー

ムアドレスを採用しているが、全員分の席はない。

個人情報を多く取り扱う人事係と総務課長は固定

席にしている。

　フリーアドレスに対応したICT ツールとしては、2階

と3階の会議室、4階から6階に無線LAN 環境を構築

し、PC もデスクトップから無線で使えるノート型にし

て、フロア内や会議室などで移動して仕事ができる環

境にした。さらにデュアルモニターの使用で作業効率

も大幅にアップしたという。打ち合わせや会議の際は、

大型のモニターディスプレイやプロジェクターを使用

し、情報共有、ペーパーレスを推進した。いろいろな

ツールを使い、業務のやり方を変える、そうしないとオ

フィス改革は実現できない。

　一方で、以前から集中して作業できる場がないと

●❺●❹ ●❻
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いった声もあり、窓際に集中スペースを設けた。集中

スペースにいる人には基本的には話しかけないこと

がルールになっている。「その日の働き方に合わせて

席を選んでいます。また1 日の中でも場所を移動する

こともあります」と亀岡さん。

　他の部署でも異動した職員が中心になり、少しずつ

働き方改革の取り組みが始まっているという。「今年度

中に庁舎全体のオフィス改革の計画を策定する予定

です。各課の業務環境に応じたオフィス改革を全庁的

に展開したいと考えています」と藤井さん。

議会にも広がったペーパーレス
　オフィス改革を実施して、どのように働き方が変

わったのだろうか。片山さんは「打ち合わせの時に

はノートパソコンを持って、打ち合わせが終わった

時には議事録ができています。仕事がかなり効率的

になりました」という。 

　仲研究室の協力で、レイアウト変更の前後に職員

へのアンケート調査や観察調査を実施した。観察調

査では、学生が1 日オフィスに張り付き、職員の在席

率やコミュニケーションの頻度などをつぶさに調べ

た。会話の回数は2 倍以上になり、特に課を超えたコ

ミュニケーションが増加したという。懸念された会話

量の増加が業務の妨害になることもなかった。さらに、

より自律的に仕事に取り組むというように職員の意識

も変わってきた。ペーパーレス化では、４階フロアの

書類保管量を50% 削減。検証結果は、市民や議会、さ

らに広く社会に向けて情報発信していくという。

　現在4 つの支所のうち2 カ所で建て替え計画が

進んでいる。支所でも職員のワークショップを実施

し、働き方や新しいオフィスについてのアイデアを

まとめているという。「庁舎の建て替えは何十年か

に1 回のことですから、働きやすく、市民のみなさん

にとっても便利な庁舎にしたいと考えています」と

片山さん。

　遠く離れた支所や外部とのやりとりにはテレビ会

議を取り入れている。月に1 回、市長と副市長が支

所で課長会議を行う。これまでは2 日かかっていた

が、テレビ会議システムにより4 支所の会議を1 日

でできるようになった。

　西予市の働き方改革は議会にも広がり、2016

年12 月からは市議会でも本会議場へタブレットを

持ち込み、ペーパーレス化が進められている。議案

は可能な限りデジタルデータで渡され、議員はタブ

レットを使って見るという。6 月の定例議会では、3

つの委員会の委員長報告がペーパーレスで行われ

た。「オフィス改革の最大の目標は、少ない職員でも

効率よく仕事をして、住民サービスの質を高めること

です。すぐには効果がでませんが、継続して取り組ん

でいきます」と藤井さん。                               　◀

❹ リフレッシュやインフォーマルミーティングの場「プレイ」
❺ 大型モニターが設置されたコミュニケーションスペース。
　  市長や副市長との説明や打ち合わせにも使われている
❻ スペースを集約化して生まれた打ち合わせスペース
❼ コミュニケーションを誘発するさまざまな仕掛けがある
❽ 市民との打ち合わせなどに使われるウェルカムスペース
❾ カウンターと分かりやすいサイン

●❽

●❾

●❼
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本社移転を機に
働き方改革による
新たな価値創造をめざす
三菱地所株式会社

竹 本  晋
たけもと すすむ

三菱地所株式会社 総務部
ユニットリーダー兼ファシリティマネジメント室長

制度と場づくりの両面から
働き方改革を推進 
　長時間労働が社会問題になり、国をあげての働き

方改革が進められています。当社でも、外部環境の急

速な変化を成長分野の発掘と拡大の機会ととらえて、

従来の長時間労働是正に留まらず、生産性の向上によ

る新たな価値創造を目的として、2017 年4 月に社長

直轄の「働き方改革推進委員会」を設置しました。

　「新たな価値を創出し続けるオフィス」の実現に向け

て、大手町ビルヂングから大手町パークビルディングに

本社を移転し、オフィス環境改革と制度面の改革を一体

的に推進していきます。今後は、世界各国でオフィスを

提供してきた当社グループのノウハウに加え、将来的に

はAI や IoT などの新技術導入も視野に入れ、新本社で

「次世代オフィス」を実現し、お客様にも見ていただき、

最先端事例として積極的に発信していく計画です。

戦略的移転と
ファシリティマネジメント室の創設
　当社は1937年の設立以来、丸ノ内ビルヂングから東

京ビルヂング、大手町ビルヂングへと本社を移してきま

した。大手町ビルヂングに入居してからは14 年が経ち

ます。過去2 回の本社移転はビルの建て替えが主な理

由で、必ずしも本社のあり方を考えたうえでの戦略的な

移転ではありませんでした。

　私はこれまでビル営業セクションの経験が長く、丸の

内の再開発が進んでいく中で、「丸の内で働くことの価

値とは何か」という視点でお客様に新たなワークプレイ

スのあり方をご提案したり、お客様が構築した新たな

ワークプレイスを実際に見学してそこに込められた「思

い」「コンセプト」についてヒアリングやディスカッション

をしてきました。そうしたことを通じて、これだけ時代の

変化が急激にスピードアップしている中、オフィスのあ

り方もどんどん変化していくのではないか、そうした状

況にもかかわらず自分たちは旧来型の働き方のままで

いいのだろうか、という危機感がありました。まずは私た

ち自身が、常に時代の変化を先取りし、新たな価値を創

出し続ける、競争力の高い企業になるためにも、働き方

を変えていくための新しいオフィスのあり方を模索して

いく必要があると考えました。今回の本社移転は、当社

自らが先進的なワークプレイスの実証実験を行い、トラ

イアンドエラーを重ねながら進化させ続けることで、当

社の主力事業であるワークプレイスの商品企画力や、

お客様への提案力を高める狙いもあります。

　2017年4月から総務部にファシリティマネジメント室

が新設され、室長を拝命しました。

三菱地所本社の変遷

1937年
5月7日

丸の内ビルヂング 東京ビルヂング 大手町ビルヂング 大手町パークビルディング
1996年
11月5日

2003年
3月18日

2017年
下期

企業 　戦略移転・共用スペース
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　今は、移転準備に追われていますが、移転後は、新本

社の新たなファシリティでPDCAをまわしながら、会社と

してのトータルなＦＭ戦略の構築等、次のステップをめ

ざしていきたいと思います

社内外のコミュニケーションを
促進する「まち」
　まちづくりを社会使命とする当社では、新たな価値

創造の源泉はコミュニケーションによる知の交流であ

るととらえ、丸の内を中心に多様な人財と企業の集積

による価値創造を促してきました。そのノウハウを生

かして、新たな価値創造を触発する「まち」のようなオ

フィス環境を実現し、ワクワクとそこで働きたくなるよう

な「場」を造っていきます。

　新本社全体の約1/3 を「共用スペース」として整備

し、一部を社外との打ち合わせにも開放します。オープ

ンな空間による社内活動の「見える化」と、会社や部署、

チームの枠を超えて多種多様な人が集う空間を構築し

て、社内外のコミュニケーションを促進していきます。

　また、複数階をつなげる内部階段をフロアに2カ所

設けて極力上下階でも「一体感」が生まれる空間とし、

さらには回遊性も高めることで、社員の偶発的コミュニ

ケーションを触発するような空間造りを進めています。

働く場所と時間を自由に選択できる環境
　育児や介護などで場所と時間の制約を抱える社員

の活躍を支援する他、多様な人財が生産性を高め、

新たな価値を創出し続けるには、個々のコンディショ

ンや目的にあわせて働く場所と時間を自由に選べる

環境整備が課題であるととらえ、働く場所と時間の選

択肢を拡大します。

　執務スペースは、業務内容に応じて、柔軟に働く場

所を選択できるフリーアドレスを導入します。共用ス

ペースでは、アイデアの創発を促すミーティングスペー

スや、仕事に集中したいシーンで使える「コンセント

レーションブース」をはじめとして、シーン別の多様な

空間を構築し、社員一人ひとりがコンディションや目的

にあわせて働く場所を選択できる環境を整備します。

　またテレワーク勤務を導入し、当社オフィスだけでな

く、自宅やサテライトオフィス、カフェなどでも仕事がで

きるようにテレビ会議システムや、ビジネスチャットなど

のコミュニケーションツールを試験導入する計画です。

　こうした働き方を支えるために、IT 環境も大幅に進

化させ、ペーパーストックレス化やサーバーのクラウ

ド化による情報セキュリティの高度化、会議室へのス

クリーン・モニター・テレビ会議システムの設置等を

行い、どこでも生産性高く働ける環境を整備していく

計画です。

　さらに食を通じたコミュニーションと健康増進の視点

を踏まえたカフェゾーンを新設し、単に「食べるだけの

場所」ではなく、来客スペースやコワーキングスペース、

さらにはイベントスペースとしても活用し、社内だけで

なく社外とのコミュニケーションを促進しアイデアを創

発する場としても活用する計画です。また、健康に配慮

したメニュー提供や、食のイベント開催等により、社員

の健康増進を積極的に支援することを検討しています。

　働き方改革を進めるためには、ファシリティのみで

はなく、制度やITとの一気通貫での取り組みが不可欠

で、これによって企業風土そのものも大きく変えてい

くことが必要と考えています。移転後は、多くの方に当

社の次世代型ワークプレイスやワークスタイルをご覧

いただきたいと考えています。                          ◀

新本社全体像(イメージ) 社員食堂(イメージ)
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福島第一原子力発電所の食
3 年目を迎えた福島給食センターの今

児玉 達朗
こだま たつろう

東京電力ホールディングス株式会社
原子力・立地本部原子力安全・統括部

認定ファシリティマネジャー

はじめに 

　福島第一原子力発電所（以降、第一原発）は、今、廃

炉に向けた大きなプラント建設現場となっている。敷

地内にある免震重要棟は、震災時にも倒壊することな

く、震災直後より復旧対策本部となり、今は、それに加

えて事務本館も建設され、約1，000人／日が執務に

従事し、廃炉作業には7,000人／日もの方々に取り組

んでいただいている。

　一般のオフィスで働く人々にとって大切なのは、働

く場（ワークプレイス・環境）であるが、第一原発で

働く職員や廃炉作業をする人々にとっては、日常の食

の問題（場・環境と食事内容）が重要な要素となる。こ

こでは、第一原発での労働環境を抜本的に改善する

ため、発電所構内で働く作業従事者を対象に3,000

食／日を提供可能にした福島給食センターと第一

原発内の食堂の概要を紹介する。

福島給食センターの企画意図と経緯

　第一原発での食事は、震災直後はブロックタイプの

栄養食やレトルト食品が中心で、2011年秋より市販

の仕出し弁当に移行した。しかし、定期的アンケート

調査の結果、作業従事者からの不満は次第に高くな

り、東京電力として環境改善に取り組んだ。その結果、

第一原発内での厨房設置を検討したが、課題が多く、

外部施設を利用したセントラルキッチン方式で行い、

そこから搬送し、構内で喫食を行うこととした。

　給食センターの敷地規模は1万㎡前後と想定。当

初は社有地を中心に選定を進めたが、適地がなく、新

たに立地選定を行った結果、発電所から約南西9㎞に

位置し、公共水道が利用可能な福島県双葉郡大熊町

大川原地区が適地であると確認した。現状も居住制

限区域に指定されているエリアであるが、除染作業が

進んでいて建設工事前でも空間線量は0.3 マイクロ

シーベルト／時程度であった。廃水処理後、放流が可

能な水路も直近に存在し、給食センターとして最適地

である。

　給食センターは、2014年3月に都市計画法第29

条申請をして大熊町へ立地の申し入れ、同年5月末に

起工式、 2015年3月に竣工・開所した。

　プロジェクトの主な目的は、次の3点である。

①  温かい食事の提供と食堂環境改善

②  給食センターの運営に伴う雇用の創出

③  福島県産食材の使用による風評被害の払拭

　当計画が短期間に進められたのは、事前に明快な

給食センターの全景
所在地：福島県双葉郡大熊町/敷地面積：9,828.24㎡/延床面積：4,052.64㎡（付属棟含）

福島第一原子力発電所内食堂での食事風景

企業 　労働改善・食事
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プログラミングを実施するとともに、基本計画の初期

段階から厨房器メーカーも含めBIM を用いて設計し

たことによる影響が大きい。

第一原発構内の食堂環境改善

　第一原発構内の食堂は、大型休憩所、企業棟、新

事務本館の事務所に設けられた3カ所である（2017

年9 月現在）。月曜日から金曜日までの提供食数は、

3カ所合計で約2,000 人／食・日。給食回数は、昼食

と夕食の2 食制（2 回食）である。供給形態は、複数の

定食から選択できる方式。食堂はフードコート方式。

配膳は、喫食者が配膳のみ行い、従業員が下膳する

ハーフセルフ方式である。

　提供メニューは、定食2種類、カレー、丼物、中華麺、

和麺などに小鉢を組み合わせ、栄養バランスに配慮し

ている。

給食センターの運営に伴う雇用の創出

　懸念された給食センターの従業員の確保も募集

定員を大幅に上回り、100名を採用した。従業員の

男女比は、男性45％、女性55％で、そのなかで食

堂に勤務する社員の70％は女性従業員となってい

る。平均年齢は、47 歳で男女の差はない。

　また、90％ 以 上の従 業 員 が、福 島 県 内 在 住 者

で、その内、20％弱が福島県浜通り地区の出身者

となっている。従業員の定着率も高く、90％以上の

方が今も継続して在籍している。

福島県産食材の使用による風評被害の払拭
　福島県産食材が風評被害にさらされる現実はいま

だに続いている。給食センターでの加工品を含めた

福島県産材の使用率は38.6％である（2017 年9 月

現在）。米、野菜、肉の他、いわき市小名浜産の魚や南

相馬市産の海苔など水産加工物などが主な福島県産

食材である。　

　給食センターは、廃炉作業に従事される多くの方々

に温かい食事を提供するだけなく、福島県産食材の

風評を払拭する役割も期待され、その存在は、今後ま

すます重要と認識している。

　3 年目を迎えた給食センターは、大熊町内で今も順

調に営業を行い、第一原発の作業環境改善、給食セ

ンターの運営に伴う雇用を創出し、福島県産食材の

風評被害払拭の拠点となっている。                        ◀

給食センタースタッフ（2015年 給食センターエントランスにて撮影）

調理作業



50 JFMA JOURNAL       2017 ● AUTUMN

FM研究・教育 ⓮

大学の施設マネジメントの課題
　知の拠点である大学は、「イノベーションを創出

し、社会の改革を主導する人材」を育成すること

によって、この国と世界の持続的発展に貢献する

ことが求められている。その一方で、2003 年、国

立大学法人移行後、施設の維持管理の源である運

営交付金が年々減少し、適正な施設の維持管理が

困難な状況になっている。本稿では北海道大学を

例に、FM の視点に立った大学の施設マネジメント

の課題を紹介する。

北海道大学の概要
　北海道大学は敷地面積約 66,000ha、敷地の大

部分は演習林で占められ、市街地の敷地面積は

約 190ha である。研究・教育のメインキャンパ

スである札幌キャンパスは、札幌市北区の市街

地 178ha に在る。一方、施設面積は全学で約 86 万

m2、札幌キャンパスに約 91％が集約されている。

2016 年 5 月現在の学生数は約 20,700 人（留学生

約 1,700 人含む）、教職員数約 4,100 人（教員 2,093

人、職員 1,906 人）を擁する総合大学である。

施設の新築・大規模修繕と維持管理
　国立大学法人の本学は施設の新築・大規模修繕

の実施に当たり、その施設整備費は文部科学省へ

要求し採択されてから配分される。採択される額

は年により異なり、当然のことながら要求が全て

認められるわけではない。新築はともかく、大規

模修繕もこの方式で配分される。分譲マンション

ならば、分譲時に長期修繕計画を示し、必要な資

金を修繕積立金として積み立てることで、計画的

に実施可能だが、国立大学法人ではこのような方

法ではない。このため、長期修繕計画もなければ、

その財源も確保されていない。

　一方、施設は日々の利用に当たり、維持管理が

不可欠である。この維持管理費は 2013 年─ 2014

年の平均約 22 億円、全学平均で約 2,800 円 /(m2・

年 ) である。その内訳は修繕費 25%、点検保守・

運転監視費 36%、廃棄物処理費 8%、緑地管理費

2%、校地維持費 5％、清掃費 12％、警備費 11％

である。さらに、この費用は文部科学省から年々

削減している運営交付金として各部局へ配分され

るため、施設の維持管理に配分する額は各部局の

判断に委ねられ増加が望めない。

施設のエネルギー消費量と光熱水費
　2015 年度札幌キャンパスにおける年間エネ

ルギー消費量は、一次エネルギー換算で 1.67 ×

106GJ、2,130MJ/(m2・年 )（約 68.8％電力、ガ

ス 29.5％、その他 1.7％）である。2011 年の東

日本大震災後、エネルギー単価は上昇し、水道料

も含めた光熱水費は年間約 34 億円に達している。

これらの光熱水費は単純平均すると床面積当たり

約 4,000 円 /(m2・年 ) になる。

　これを先に紹介した施設の維持管理費と合計す

ると、建物床面積あたり約 6,800 円 /(m2・年 )、

年間約 56 億円を要する。これは教員当たり約

267 万円 /( 人・年 )、学生当たり約 27 万円 /( 人・

年 ) であり、大学の予算規模（963 億円）の約 5.8％

を占める。

FMの視点に立った
大学の施設マネジメント

羽山 広文  
はやま ひろふみ

北海道大学大学院工学研究院 教授
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施設のエネルギー消費量の内訳
　北海道大学は設立 140 年を超える伝統を持つ

が、その一方で施設は増改築を繰返し、建物毎の

用途別エネルギー消費量を計測するシステムも整

備されていない。そこで、各部局単位で集計され

ている各種月別エネルギー消費量をベース・暖

房・冷房の各用途に分計すると、大学全体のエネ

ルギー消費量はベース 70％、暖房 25％、冷房 5％

であった。ベースは季節依存性がないのが特徴で

あり、研究・教育・医療などに利用される実験・

医療機器、サンプル保管用の冷凍・冷蔵庫などの

用途が考えられる。研究・教育・医療の質を維持

するため、このベースの削減は極めて困難である。

一方、暖房・冷房は講義室・研究室・事務室など

の暖冷房の用途である。このことから、約 25％

を占める暖房用途のエネルギー消費量削減が効果

的であり、窓を含む建物外皮の高断熱化が望まし

い。しかし、建設費抑制のため、必要最低限の仕

様でしか建設されず、無駄なエネルギーを浪費し

続けている。

省エネルギーの推進活動
　大学施設は規模が大きいことから、エネルギー

消費量も大きい。「特定事業者」（原油換算年間

1,500kl 以上）として、年 1％以上の省エネルギー

達成目標を掲げ、経済産業局への報告義務を負っ

ている。学内にサスティナブル・キャンパス推進

本部を設け、「省エネ対策」のパンフレットやポス

ター配布、電力ピーク抑制のための「節電呼びか

け」などの環境負荷低減対策を実施している。ま

た、高効率照明器具の交換、人感センサーによる

点灯制御などを実施し、2011 年度比で一次エネ

ルギー消費量を 8.7％削減したが、一時的な我慢を

強いる節約では抜本的な対策には至らない。各施

設利用者が省エネ意識を高めることは困難であり、

既に他の大学などで実施している、「研究室単位で

の電力の計量・課金制度」を実施し、利用者負担

させることで省エネ意識を高めることも有効であ

る。しかし、計量システムの導入に投資が伴うこ

と、教員のコンセンサスが得られないなどの理由

で、導入が進んでいない。

省エネ建築が導入されない理由
　筆者は 2017 年 3 月末までの 6 年間、施設担当

の総長補佐を拝命し、施設の省エネルギーに取り

組んできた。施設部の方々に、「施設の省エネル

ギーは建物外皮の高断熱化が不可欠だ」と主張し

ても、「施設整備費では足りない。財源はどうす

るのか」と切り返される。大学施設の場合、建設

時は施設整備費で固定され、最低仕様の建物が量

産される。運用時は一般運営財源として各部局に

一括配分された中から捻出しなければならない。

さらに、特定事業者としての管理の立場では、毎

年 1％以上の削減が義務付けられ、我慢を強いる

節約が横行する。

　建物は一度建設されると最低でも 50 年間、長け

れば 100 年以上使用する。最初から省エネルギー

に配慮し維持管理費が安価に済む建物を建設すれ

ば、将来に渡って施設に関わるコストを抑制でき

るのだが、縦割りの予算配分と管理では難しい。

大学施設においても長期的な FM の視点に立った

施設マネジメントが不可欠である。法人化された

大学は自らの意思で経営することが求められてい

る。施設は大学経営の重要な要素であることを忘

れてはならない。                                                  ◀
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切れ目のないFMを
継続していくことが重要

浦安市の過去から現在
　浦安市は、1955 年頃までは、海苔の養殖や沿岸

漁業を主産業とする人口 1 万 7 千人足らずの町で、

交通の便も悪く、陸の孤島といわれていました。戦

後の高度成長期における東京湾沿岸の工業の進展に

よって海域の汚濁が始まり、漁業は衰退の一途を辿っ

ていきました。

　このため、町は、漁業者に海面埋め立て開発を提案し、

千葉県事業として埋立事業を実施することになりました。

　1964 年から第 1 期、1972 年から第 2 期の埋立

事業に着手、1975 年および 1980 年にそれぞれ竣

工しました。この結果、浦安市の面積は、埋立て前

の約 4 倍の約 17㎢、人口は 1955 年頃と比較して

約 10 倍の 16 万 7 千人となりました。

長期保全計画策定に着手
　第 1 期埋立事業の竣工と時を同じくして地下鉄

東西線が 1969 年に開通したことで、住宅開発に

拍車が掛かり、1978 年頃からはさらに人口が急

増（図表 1 参照）し、町から市への移行期である

1981 年前後には公共建物を急ピッチで建設しまし

た（図表 2 参照）。

　この時期に建設した公共建物が築後 30 年を迎

え始めた 2007 年度に中・大規模の公共建物のみ

を対象とした長期保全計画を策定しました。

東日本大震災による液状化被害
　2011 年 3 月 11 日の東日本大震災で市域の約

80％が液状化し、戸建住宅（約 9,000 棟）が傾斜

する被害や道路が陥没や亀裂により通行できなくなり、

ライフラインが途絶えるほどの被害を受けました。公

共建物の被害については、杭で支持している建物は周

辺地盤が数十 cm 沈下したことで段差が生じ、ライフ

ラインが破断する被害等があり、直接基礎である自治

会集会所や老人クラブは傾斜する被害を受けました。

　この震災から早期に復興することを最優先と位

置づけ、その財源確保のため、一般会計予算の

20％をカットするとしたことを受け、長期保全計画

八田 吉浩  
はった よしひろ

浦安市 財務部 副参事 営繕課長

図表 1　浦安市の人口の推移（データの出典：住民基本台帳） 図表 2　建設年と建設面積および人口
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の推進を凍結しました。

ファシリティマネジメント導入
　心配した震災復旧復興費用は、国からの復興交

付金などにより、市財政を大きく圧迫することな

く復旧復興に取り組むことができました。そこで、

凍結した長期保全計画を基に、全公共建物を対象

とした FM の導入検討を 2013 年度から 3 カ年の

実施計画として着手し、FM 導入検討委員会と FM

導入ワーキング部会を立ち上げました。

　検討委員会は、施設数が 331 施設、513 棟（2016

年 2 月現在）で、1 人当たりの床面積が約 2.7㎡で

あり、他市の事例で多くある余剰的施設の廃止や統

廃合は当てはまらないこと、既存施設の経年的劣化・

機能的劣化・社会的劣化などに対して、早急に改修

を行う保全計画を策定する必要があることなどから、

これらを FM の基本とし導入することを決定しました。

さらに検討委員会は、市が保有する全公共建物を安

全性・機能性・環境性・利用性・経済性という視点

からの実態調査（FM 調査）と、これまで各施設管

理者が個別に委託により行っていた建築基準法第 12

条第 2 項および第 4 項に基づく点検（12 条点検）

を合わせて行うことが合理的と提言しました。

　2014 年度は、FM 調査と 12 条点検の実施、施

設の建替えや改修時期、今後の FM 調査と 12 条点

検の周期（図表 3 参照）および FM 調査要領、調査・

点検による施設の評価手法などの検討を行い、2015

年度は、施設管理者が行うFM 調査要領、大規模改

修の時期を過ぎている施設の改修時期の検討および

FM 調査を基にした施設白書を作成しました。2016

年度は、これまで実施した調査手法の検証や小規模

建物の建替えや改修時期の検討を行いました。

　施設の大規模改修の時期については、FM 調査の

結果から優先度を安全性＞機能性＞竣工年度の順

で評価（図表 4 参照）し、財政支出を平準化した

大規模改修実施計画案を策定しました。

今後の取り組み
　2017 年度以降は、FM 調査の手法を継続的に検

討しつつ、施設のカルテとなる建設時のデータや改

修履歴データをデータベース化し、施設管理者が行

うこととした FM 調査を、実施しやすい方法に改善

していくこと、また、3年ごとにFM調査や12条点検の

結果と財政状況などを見極めながら改修時期の検

討を行い、切れ目のない FM を継続していくことが

重要と考えています。                                        ◀

図表 3　FM調査と建築基準法に基づく点検の周期（2017年度改正） 図表 4　大規模改修を実施する優先度の考え方と平準化
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■本誌No.187号で白石さんにバトンを渡された鑓田国浩さん（沖電気工業株式会社）からのメッセージ
白石さんは、オフィスサービスグループ FM 推進チームに所属し、株式会社野村総合研究所の本社移転プロジェクト

では、経営層やユーザーからのさまざまな意見を具現化し、新しい働き方を提案・定着させるエネルギッシュな方

です。また、私とほぼ同じ時期に入会したユーザー懇談会では、アンケートの取りまとめや催し等にいつも積極的に

携わり、みんなを引っ張るリーダーシップを持った方です。

ファシリティマネジャーの仕事 ⓮ 

白石 雄一郎  しらいし ゆういちろう　　

NRI ワークプレイスサービス株式会社
オフィス基盤サービスグループ
オフィス企画チーム長

多様な業務経験がFM業務の基礎に
　現在私が所属するNRI ワークプレイスサービス

は、野村総合研究所が入居するオフィス（東京・横

浜の5 拠点40,000 坪超を中心）のファシリティマ

ネジメント業務全般を、実質インハウスとして実施

しています。私は、1996 年エネルギー企業のイン

ハウス建築技術者として社会人デビューしました。

通常のキャリアでは自社所有建物の建築設計・積

算・工事管理、維持管理、本社での管理業務という

流れとなるのですが、私は上司に恵まれ「ファシリ

ティコスト分析」「遊休土地・建物の活用」など多様

な業務に携わることができ、「浅く広い建築知識」と

ともに現在のFM 業務の基礎となっています。

私の主なFM履歴書
賃貸借契約管理
　現会社での最初の大仕事は、リーマンショック

前の高い賃料で契約した複数ビルの賃料改定でし

た。当時、賃料相場は一転上昇基調、経営からは割

高賃料の値下げミッション、初めての賃料交渉は相

当ハードでした。交渉事に一つの正解はありません

が、われわれなりに地域相場を分析した想定賃料

をもって「常に同じ視点で淡々と」交渉したことで、

主張の不整合による相手の不信感を招くこともな

く、お互いに納得した形で合意形成できました。一

緒に交渉した先輩に教えられました。せっかちな私

に忍耐力も付いたかもしれません。　　　　　

ス
ト
ラ
イ
ク
ゾ
ー
ン
の
広
い

         

フ
ァ
シ
リ
ティマ
ネ
ジ
ャ
ー
を
め
ざ
し
て

●プロフィール

2017 年7 月、株式会社野村総合研究所（以下「NRI」）入社とともにNRI
のファシリティマネジメントを行うNRI ワークプレイスサービス株式会社に
出向。以降、NRI 本社移転、横浜、大阪事業所の移転など大規模オフィス構
築プロジェクトを経験。社会人22 年目、間もなく45 歳になる現在は、NRI の
不動産費管理などオフィス企画業務を行っている。
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固定資産管理業務
　人知れず地味な固定資産管理も行っています。

「未使用資産」や「すでに実物がないもの」をチェッ

クして、所管部署に廃棄や適性管理を促すことで、

余計な固定資産税や損害保険を支払わないことに

もつながります。地道ながら管財業務も重要なFM

業務です。

総務窓口としてのFM
　フロントFM 業務も行いました。社員は思いもよ

らない行動をするものです。例えば、抜け止めコン

セント注 電源に差し込まれたパソコンのアダプター

を、とある社員が無理やり引き抜こうとして被服カ

バーが破損、何を思ったか電線むき出しの差込口

にボールペンを突っ込んだことで漏電遮断機が作

動、社員がビル管理室に直接「火花が出た」と通報

したことで消防隊が来ることに。

　幸い、感電事故にも、火災にも至りませんでしたが、

こんなアクシデントにも結構頻繁に遭遇しました。

　
怒涛の3 拠点同時移転プロジェクト
　2 年ほど前からは、本社を含む3 棟のビル移転、

延べ2 万坪以上、全オフィス従業者の約80 パーセ

ントが移動するビッグプロジェクトに携わりました。

今回の移転では、全席フリーアドレス可能な仕様。

多様な働く場を想定した場づくりのコンセプトがあ

り、今までの「会議室」「什器」「AV 設備」に至るほ

ぼ全てのオフィス仕様を見直す必要があり、社内か

らの反応、プロジェクト実施側のマネジメントもかな

り「しんどい」ものでした。

　そんな中「よりどころ」となったのが、当社の規範

「行動指針」の一節、「ユーザーファースト、全社視

点行動せよ」という項目です。

　オフィス仕様の見直しにあたっては「ユーザー

ファースト」を念頭に置きました。一例をあげると、

前述の「コンセントの火花」を経験に、「あちこち

移動するワークスタイルでは抜き差し容易なコン

セントが必要」との視点を什器仕様に盛り込むと

いったもので、非常用発電系統の設置基準、共用

モニターの設置基準などを一つひとつ積み上げて

   Relay Essay
リレーエッセイ　14

いきました。

　プロジェクト全体のコントロールにあたっては「全

社視点」を念頭に置きました。コスト効果を最大化

するような発注手法の提案など、経営層が納得でき

る提案をタイムリーに示し決定することで、工程を

スムーズに進め、移転で大きなリスクとなる発注の

遅れを最小限に留めることができました。

　もちろん全てが順調だったわけではありませんが

「社員」「経営判断」「各社内インフラ主管部」等の

間でのプレッシャーをかわしながらプロジェクトを

実現することは、インハウスファシリティマネジャー

の醍醐味であり充実した時間でした。

守るべき「経験」と変えるべき「行動」
　総務FMの経験はまだ5年の若輩者ですが、この

職種には「経験ズバリ」で乗り切れる場面が少ない

と感じています。社内経験だけではファシリティマ

ネジャーとしての成長の幅も限られ、社外コミュニ

ティを継続することの重要性も実感しています。今

や多くの職種にも言えることかもしれませんが。

　私は、自治会や地域NPO法人などの地域活動で

のコミュニケーションも大事にしています。実際に熊

本地震震源地にある小学校のPTA会長からのお話

しでは、現地で起こっていること、その時々の判断な

ど大変興味深いものでした。また、JFMAユーザー

懇談会でも、他企業の総務FM の方と忌憚のない意

見交換をすることでバーチャルな業務経験を行うこ

とができています。

　みなさん多様なベースをお持ちかと思いますが、

私は、建築や不動産スキルをベースとしつつ、多様な

業種、職種の方と積極的に交わることで「ストライク

ゾーンが広いファシリティマネジャー」をめざしてい

ます。予期しない出来事の判断に出合いうスリル感

を楽しんでいきたいと思っています。                 ◀

注：差し込んだ後回すことで、容易に抜けない仕様になっているコンセント

　次回このリレーのバトンは、
パロアルトネットワークス株式会社の

 

　　　　　　　森村陽子さんへ。
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ワークスタイルと
ワークプレイスの
過去から未来

成田  一郎  
なりた いちろう

JFMA 専務理事
認定ファシリティマネジャー

FM基礎講座   ⓮   

オフィスを活かす
　スペースにはコストがかる。これは当たり前の

ことである。ファシリティマネジメント（FM）の

基本であるが、多くの人はこのスペースをマネジ

メント対象として理解していない。そして、オフィ

スとしての場、いわゆるワークプレイスは企業戦

略的に大いに利用できる武器なのである。企業文

化発現の場としてブランディングはもちろん、社

員のモチベーション向上にも寄与できるし、知的

生産性にも寄与し、収益向上にも役立つ。そのワー

クプレイスを、企業戦略として活かしている企業

がどれだけあるであろうか。そのためにはオフィ

スを、ワークプレイスを、コストカットの対象と

してのみ考えるのでなく、投資的発想へ転換し、

戦略的にオフィス、ワークプレイスを構築してい

く必要がある。空間やワークプレイスには力があ

る。その力をいかに活かすか経営者の手腕であり、

ファシリティマネジャーの手腕でもある。

歴史を振り返る
　18 世紀の産業革命前後から現在のオフィスの

原型は始まり、当時より大量の書類のストック

や手紙のやり取り、さまざまな情報を集め、さま

ざまな決定を下す場であった。机と椅子と収納

があればオフィスとして機能し、特にワークプ

レイスと呼ばれるほどの空間的設えはなかった。

そのスタイルはいまだに続いているところも多

いが、今、オフィスのスタイルは大きく変わり

つつある。ワークスタイル（働き方）が変わっ

てきたのである。ワークスタイルが変われば、

ワークプレイス（働く場）が変わるのである。

　その大きな変化の第一弾は、1980 年代からの情

報化時代で、情報通信技術とOA化の発達によるイ

ンテリジェントビル出現があげられる。この時代

は、各種の情報通信・OA機器に対応したオフィス

ビルの構築で、ワークステーションと呼ぶ単位空

間の構築や、レイアウトの標準化・パターン化を

考えた時代であり、今もその流れは存在している。

欧米では、個室タイプからローパーティションの

セミオープンのスタイルに進み、日本では島型対

抗の完全オープンオフィスからローパーティショ

ン型へと進化した時代でもある。

　そして、ワークプレイスの大きな変化は、フリー

アドレスの出現である。フリーアドレスは、スペー

スにコストがかかっていることを再確認させ、ス

ペースの効率的な利用方法として理解された。し
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かし、フリーアドレスは本来働き方改革であった

といえる。その先陣を切った IBM 箱崎ビルでは、

オフィスの在籍率の低さのみでなく、移動時間の

多さ、個客との接触時間の少なさ、本来的業務へ

の集中時間の確保などを改善する目的で計画され

たものだが、その形態のみをコピーしコスト削減

の目的のみで採用したところは、社員のモチベー

ションの低下を促し失敗するところも多かった。

本来の目的を理解していなかったのである。

　形から入るのでなく、どのような業務をしたい

のか、事業にどのように活かしたいのか目的を明

確にして計画することが重要である。フリーアド

レスは、自分の席がないと思うか、そうではなく、

どこでも自分の目的に合った場で働けることであ

り、コミュニケーションやコンセントレーション

（集中）も自由にしやすい場が用意されているこ

とだと思うか大きな違いである。

　さらに、近年、パソコンはノートタイプ、タブ

レット型へと小型化、モバイル化し、携帯電話、

スマホ等の普及で、「どこでもオフィス」が可能

になり、場所や時間に制約されないワークスタイ

ルへと変化してきている。街中のカフェで、公園

で、ホテルで、電車の中で、空港で等々、あらゆ

る場所で Wi-Fi が通じ人々はつながり、「どこで

もオフィス」が当たり前になってきたのである。

さらにモバイルワークに対応するシェア型のオ

フィスも多くの都市に出現している。

　かつては、オフィス 1 人当たり面積は云々言って

いたオフィススタンダードもフリーアドレスやモバ

イル化すると意味をなさなくなりつつある。新たな

スタンダードが要求されるのか、むしろこれから求

められるのは、スタンダードではなく、多様な要求

に応えられる方法や、さまざまな選択肢に応えられ

る方法が要求されてくるのかもしれない。

オフィスはなくなるのか
　オフィス内のワークプレイスは、フリーアド

レスになり、さらに「どこでもオフィス」にな

り ABW（Activity Based Working）などといわ

れる働き方が当たり前になってきた。

　本社オフィスはなくなるのであろうか。むし

ろ本社オフィスとして新たな機能を持つように

なってきているのである。

　社員のモチベーションを向上させ、雇用や離職

対策、さらにはエンゲージメントへの好影響など

をはかる場としての機能をもたせ、健康経営や働

き方改革への寄与する機能も持つ。そのための立

地の選定から、FM 部門だけでなく、人事や厚生部

門と協業し、勤務形態、ダイバーシティへの対応、

スタンディングデスクの採用、リビング化、食事

から運動までさまざまな仕掛けや仕組みづくりを

導入している。

　さらに、イノベーションを起こすためさまざま

な取り組みもされている。社外の知を得るため、

顧客や共同作業者（パートナー）と連携して共創

を容易にする場の設定、コワーキングスペースや

フューチャーセンターと呼ぶオープンイノベー

ションの場づくりも増え、そのための場づくりの

みならず仕組みとサービスを提供するようになっ

てきている。働き方も、競争の時代から共創の時

代に入り、健康に楽しく働けることやモチベーショ

ン向上が重要なキーワードになってきている。    ◀

FM基礎講座−14
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トピックス

新部会「人と場へのFM投資価値研究部会」が
めざすもの
-感性FMへの挑戦-

　2017 年 4 月より、新たな調査研究部会「人と場へ

の FM 投資価値研究部会」がスタートした。

　本部会は、FM 投資価値の測定指標を、コスト削減

等の金銭的評価のみならず、満足度やエンゲージメ

ントそして幸福度へと、人に焦点を当てた新たなる

視座で評価軸を構築していくことを企図している。

　当部会では、人間の知的創造活動に焦点を当てた

FM の視点を考察し、経営の器たるビルやオフィス等

の「ハード面の FM」に並行して人間の意識や感性に

かかわる、いわば、「ソフト面の FM」を「人間・感

性 FM」 と と ら え、 こ れ か ら の FM の あ り 方 や、 企

業経営、公共サービス、教育・福祉・医療サービス、

そして、広く人間社会全般に貢献する新たな FM 意義

を考察していくことを目的としている。

　組織のミッションは「安心、安全で豊かで幸福な

社会と暮しの実現」であるはず。

　FM の本義は、組織社会で働く人々が、ワクワク楽

しく仕事ができる組織社会の「場」を構築し整備・維

持してゆくことであり、その投資意義は、環境面や

空間演出、そして働く人々の潜在能力を遺憾なく発

揮できるワークプレイスを創造し、働く人々が、仕

事を「苦役」としてではなく「喜働」と感じられる

世界を実現していくことにある。

　組織活動における FM 投資は、組織の経営や運営の

基盤をつくり、そこで働く人々の幸福ワークスタイ

ルを演出することにより、組織の価値創造活動に活

力をもたらしてゆく、まさに経営そのものであるに

もかかわらず、FM 投資をコストの側面しかとらえな

い風潮はいまだ厳然と存在する状況にある。

　FM 投資の意義とその効果・効力を金銭視点のみに

焦点を当てるのではなく、知識活動の原動力たる組

織内ナレッジワーカーたちの意欲発出につながる効

果を見込める投資価値を、経営層にわかりやすくか

つ的確に経営判断ができる情報として提供すること

が FM プロフェッショナルの責務でもある。

　しかしながら、このような「 場 」つ くりにかかる投

資内容と規模、そして投じる金額が、組織にとって

有用かつ有効であり、投資金額を上回る価値創出額

が見込まれることを具体的に示なければ、経営者を

納得させることはできない。

　従来、FM 投資効果の測定には、「コスト削減効果」

や「業務効率化」といった金銭的要素が評価指標と

されてきたが、組織が社会的ミッションを果たす「価

値創造力」や、その担い手たるナレッジワーカーの「エ

ンゲージメント力」さらには「幸福度」を組織の活

動指標とし、その効果を測定する明確な手法は確立

されていなかった。

　そこで、発想の視点を変えて、社員一人ひとりの

仕事に対するワクワク感や楽しみと、その意識がも

たらす幸福感やポジティブ心理が、創作・創造活動

に力を与え、またその力を増幅し、付加価値創造 ( 会

社利益創出額 ) に貢献することになる、との仮説を立

てながら、金銭的コストとしか認識されていない FM

投資費用が、いかに価値創造に貢献しているかの実

証を試みていくことがこの研究会の目的である。

部会長　岡田 大士郎
おかだ だいしろう

一般社団法人 ファシリティ・オフィスサービス・コンソーシアム

副代表理事　東京支部長
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● 「2017年FM上級セミナー」のご案内

● 「JFMA会員専用ページ開設」のご案内 事務局 ： 竹苗基子

事務局 ： 梅澤 剛/湯浅 諭美

　このたび当協会では、JFMA 会員の皆様にご提供する「会
員専用ページ」を9月より開設いたしましました。この専用ペー
ジでは、JFMAで発刊している機関紙「JFMAジャーナル」の
最新号からバックナンバー全ページをご覧いただけるほか、さ
まざまなFMに関する情報を提供いたします。
　ぜひ「会員専用ページ」をご利用いただき、ご意見・ご要望
等ご連絡いただけましたら幸いです。
　今後も「会員専用ページ」の充実を図り、会員の皆様に常
にお手元で最新の豊富な資料・情報をご提供できますよう専
心努力してまいりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 
　JFMAサイトトップペ ージ 上 において（http://www.jfma.
or.jp/）、右図の部分にある「会員専用ページ」ボタンをクリッ
クすると会員ログインページが開きます。 
　さらに対象となる会員種別の欄のチェックボックスを選択し
たあと、それぞれ所定のログイン情報を入力してください。 
　会員種別ごとの詳しいログイン情報については、次の通り
です。

　2017年のFM上級セミナーは『グローバル化するFM－最先
端・最前線のFMを知る』テーマとしました。FMの国際基準と
なるISOの発行、IoTやAIなどがFMにもたらす最新システムな
どを含め、1）FMとICT、2）海外FMとISO、3）FMのアウトソース
という3つの切口から、その最先端でご活躍の皆様に最新情報
をご講演いただき、これからのFMのあり方を俯瞰します。
 
日　程：2017年11月2日(木)、10日（金）、17日（金）

時　間：1日2講座　1時限目：13：20～15：20　

                                      2時限目：15：30～17：30

　　　  ※3日目の11月17日は13：20より 
                   1講座70分×2講座＋まとめ60分の予定です。

会　場：JFMA会議室  （中央区日本橋浜町2-13-6　浜町ビル6F）

定　員：26名

              （申込み順に定員になり次第受付終了とさせていただきます） 

受講料：全日程（3日間）JFMA会員：30,000円　

                                            非会員：45,000円（税込価格、資料代含む）

ポイント：CPD研修セミナーのポイントが取得できます。

                  1講義／1ポイント、全講義受講者は8ポイント）

申　込：JFMAホームページをご覧下さい。

               http://www.jfma.or.jp/seminar/page8.html

スケジュール／講師／内容：

11月2日（木）

・フィンテックからFMテックへ
  講    師 ： 板谷 敏正（プロパティデータバンク株式会社）

・BIMで進化するFM
  講    師 ： 猪里 孝司（大成建設株式会社）

11月10日（金）

・海外FM最前線―欧米からアジアFM市場の激変
  講    師 ： 松岡 利昌（株式会社松岡総合研究所）

・FMのISO最前線
  講    師 ： 川村 正夫（JFMA ISO推進室長）

11月17日（金）

・グローバル化するFMビジネス（CBREの場合）
  講    師 ： 清水 正樹（シービーアールイー株式会社）

・グローバル化するFMビジネス（JLLの場合）
  講    師 ： 森 太一（ジョーンズ ラング ラサール株式会社）

・グローバル化するFMをどう考えるか
  講    師 ： 成田 一郎（JFMA専務理事）

※講演タイトルは多少変更する場合があります。

会員種別：ログイン情報

法人会員：法人企業・団体でご利用している「メールアドレス」をご入力

ください。

個人会員：お渡ししているJFMA会員証に記載の「個人会員番号」をご

入力ください

公共特別会員：会員登録された 申込者（協会との連絡窓口）の「メール

アドレス」 をご入力ください

※ 法人会員と公共特別会員につきまし

ては、会員登録時にメールアドレスを

明記していない場合にはログインでき

ません。会員登録時に必ずご担当者の

メールアドレスのご登録 をお願いいた

します。また、ログインできない場合に

はJFMAまでお問合せください。 

　なお登録内容変更の場合、手続きの都合上、登録情報が反
映されるのに時間がかかる場合があります。もしログインできな
い場合には、お手数ですがJFMAまでお問合せください。新規
入会された会員につきましては、入会された翌月よりご利用でき
るようになります。ご了承ください。 
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★ 経営者・総務担当必見セミナー「ミニFMフォーラム」開催のご報告とご案内 事務局 ： 白須 公子

テーマ ： ファシリティマネジメント（FM）は経営を活性化する！ 

　広島市・仙台市・福岡市の3か所で「ミニFMフォーラム」を開催します。
　JFMAの各委員長が参集し、ファシリティマネジメントの見地から、経営に役立つさまざまな
考え方をご紹介いたします。「FMは経営に役立つ」を実感していただく、めったにないセミナー
です。奮ってご参加ください。 

■「ミニFMフォーラム in 広 島」のご報告

日　時 ： 2017年10月21日(土)　 
会　場 ： 広島YMCA国際文化センター 本館4階
後　援 ： 広島商工会議所

講　演　 1）FMの基本的考え方と事例 
　成田一郎 （JFMA専務理事） 

2）FMは経営マインドとユーザーマインドで 
　川村　裕 （JFMA教育研修委員会委員）

　ジョーンズラングラサール株式会社 

3）企業不動産（CRE）は戦略的に 
　板谷 敏正 （JFMA FM推進戦略委員会委員長）

　プロパティデータバンク株式会社 

4）ワークスタイルで会社を変える 

　齋藤 敦子 （JFMA広報委員会委員長）

　コクヨ株式会社 ワークスタイル研究所

5）健康経営は組織を強靭化する 

　似内 志朗 （JFMA調査研究委員会委員長）

　日本郵政株式会社

講演者によるパネルディスカッション 

●「ミニFMフォーラム in 仙 台」のご案内

日　時 ： 2017年11月25日(土)　13:30～17:30　 
会　場 ： 仙都会館 会議室5F-B
                仙台市青葉区中央2-2-10

講　演　 

定　員 ： 50名  (先着順) 

参加費 ： 無料  （HPより参加事前申込みが必要です） 

後　援 ： 仙台商工会議所 

1）FMの基本的考え方と事例 
　成田一郎 （JFMA専務理事） 

2）FMは経営マインドとユーザーマインドで 
　川村　裕 （JFMA教育研修委員会委員）

　ジョーンズラングラサール株式会社 

3）企業不動産（CRE）は戦略的に 
　板谷 敏正 （JFMA FM推進戦略委員会委員長）

　プロパティデータバンク株式会社 

4）ワークスタイルで会社を変える 

　重綱 鉄哉 （JFMA教育研修委員会委員長）

　株式会社 イトーキ

5）健康経営は組織を強靭化する 

　似内 志朗 （JFMA調査研究委員会委員長）

　日本郵政株式会社

講演者によるパネルディスカッション 

日　時 ： 2017年12月16日(土)　13:30～17:30　 
会　場 ： アクロス福岡 2階 セミナー室－2
                福岡市中央区天神1-1-1

●「ミニFMフォーラム in 福 岡」のご案内

講　演　 

定　員 ： 50名  (先着順) 

参加費 ： 無料  （HPより参加事前申込みが必要です） 

後　援 ： 福岡商工会議所 

1）FMの基本的考え方と事例 
　成田一郎 （JFMA専務理事） 

2）FMは経営マインドとユーザーマインドで 
　川村　裕 （JFMA教育研修委員会委員）

　ジョーンズラングラサール株式会社 

3）企業不動産（CRE）は戦略的に 
　板谷 敏正 （JFMA FM推進戦略委員会委員長）

　プロパティデータバンク株式会社 

4）ワークスタイルで会社を変える 

　齋藤 敦子 （JFMA広報委員会委員長）

　コクヨ株式会社 ワークスタイル研究所

5）健康経営は組織を強靭化する 

　似内 志朗 （JFMA調査研究委員会委員長）

　日本郵政株式会社

講演者によるパネルディスカッション 

● このセミナーは認定ファシリティマネジャー（CFMJ）資格登録更新講習B方式ポイント（2ポイント）の対象です。
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ご報告/ご案内

★ 初級FMスクール2017　開催のご報告/ご案内

★ 「健康経営」シンポジウム/人間と経営のためのファシリティマネジメント　開催のご報告/ご案内

事務局 ： 高橋 理

事務局 ： 田中 完

　8月7日（月）、JFMA会議室において、2017年度第1回目の
初級FMスクールが開催されました。当日は台風の接近により
特に遠方から来られる受講者への影響が懸念されましたが、全
員参加、満員御礼の盛況ぶりで、FMの著名な講師陣の話に真
剣に耳を傾けていました。毎回、さまざまな業種、幅広い年齢層
の参加者が特徴の当講義ですが、今回は女性が4割近く、イン
ハウスが約5割を占め、FMの必要性が社会に年々浸透してい
ることを感じました。
　次回の初級FMスクールは12月1日（金）、同じく東京JFMA
会議室で開催します。

　ファシリティマネジメント視点の健康経営について調査研究、
情報発信を行うことを目的に時限で設立したタスクチームの
2017年度の取り組みで、注目されている健康経営の最新情報、
考え方や取り組み事例を紹介するシンポジウムです。
　健康経営を人の視点（Well-being）と経営の視点の両面か
ら検証し、ファシリティマネジメントの見地から、真に次世代の
ワークスタイルとしての定着をめざし、政策立案者・研究者・開
発者・実践者などをお招きし、多角的な議論を行います。
　2017年8月から12月までの毎月1回、全5回で構成されてお
り、逐次開催中です。
　それぞれテーマは次のとおりです。

　いずれも、今後めざすべき姿、先進の考え方から実際に取り
組んでいる施策や、収集データに基づく考察など、多岐にわた
るご講演をいただき、最後にパネルディスカッションを取り入れ
た形式です。
　ご参加いただいた方々からは考え方がよく分かった、これから
取り組む上で参考になった、などご好評をいただいております。
　協会HPからお申込みいただけます。ぜひ、お足運びください。

開催日時 ： 第1回  2017年   8月  3日（月）（終了）

　　　　    第2回  2017年10月13日（金）（終了）

　　　　　第3回  2017年12月  1日（金）（満員になりました）

会　　場 ： JFMA会議室（東京都中央区）

  8月  5日（土）  

9月16日（土）  

10月  7日（土）  

11月11日（土）  

12月   9日（土）  

第1回  なぜ健康経営が必要なのか （終了）

第2回  健康経営を「人」の視点から検証する  （終了）

第3回  国内外オフィス家具メーカーの取り組み  （終了）

第4回  健康経営の先進的な取り組み事例 

第5回  健康経営を実現する健康建築・ワークプレイス
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ご報告

■「FMサマースクール」開催のご報告
　

　ファシリティマネジャーに求められる3つの能力、「ホスピタリ
ティ能力」「基本ビジネス能力」、そして「FM専門知識・技術」を
6日間で学ぶ、FMのプロフェッショナル養成講座として企画し
たFMサマースクールも今年で4回目を迎えることができました。
　ファシリティマネジャーに必要な基本的知識と実務に役立
つ心構えから戦略論まで、最前線の講師陣によりFMを体系立
てて集中して学ぶカリキュラムは大変好評で、参加者からは、

「経 営 についての 基 本とFMとのつながりについて大 変 分 か
りやすく勉強になりました」（女性）、「事例の紹介が多く、FM
の視点からホスピタリティをよくイメージすることができました」

（男性）、「非常に講義のテンポが良く分かりやすかったです。
ワークショップでの指摘も参考になりました。」（男性）、「世界
の最新FM事例を紹介いただいて大変参考になりました！」（男
性）など、いくつもの感想が寄せられ 、今回も大変満足のいく
FMサマースクールとなりましたことをご報告いたします。

事務局 ： 土屋 知彦

● 「初級FM財務評価手法セミナー」のご案内 事務局 ： 清水静男

　このセミナーはFMの目標管理（財務・品質・供給）の根幹の
ひとつであるFM財務評価手法について、ファシリティマネジャー
の実務に役立てられる知識の習得をめざしています。FMの財
務は、建築系や総務系が多いファシリティマネジャーにとって、
馴染みの少ない面がありますが、FMの実務のうえでも、ぜひ理

開催日 ： 第1日　2018年 4月  3日（火）：「経営とFMの財務評価」

第2日　2018年 4月10日（火）：「ファシリティコスト評価」

第3日　2018年 4月17日（火）：「施設資産評価」

第4日　2018年 4月 24日（火）：「施設投資評価」

　　　　　　　 毎回18時より20時30分

会　場 ： JFMA会議室

　　　　東京都中央区日本橋浜町2-13-6　浜町ビル6階

　　　　Tel.03-6912-1177

費　用 ： 会員　10,000円　非会員　20,000円　 （いずれも教科書代・税込）

定　員 ： 40名

お問い合わせ ： 公益社団法人日本ファシリティマネジメント協会　事務局　清水静男

　　　　　　　tel．03-6912-1177　e-mail:shimizu@jfma.or.jp

解を深めておきたい分野です。教科書は「FM財務評価ハンド
ブック」（JFMA発行）を使います。
　また、これからFMを学ぼうという方、幅広い方々の参加をお
待ちしています。
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JFMA 事務局

ご報告

■「平成29(2017）年度 認定ファシリティマネジャー（CFMJ）資格試験」結果のご報告
　

　7月9日に行われた今年度の認定ファシリティマネジャー資格
試験の結果、9月1日に455名の方々の合格が発表されました。
合格されたみなさま、おめでとうございます。
　試験に合格された方が認定ファシリティマネジャー（CFMJ）
資格の称号を取得するためには、新規登録を行う必要がありま
す。詳細は、JFMAホームページをご連絡ください。

http://www.jfma.or.jp/

事務局 ： 鈴木 克己

●平成 29 年度 認定ファシリティマネジャー資格試験の実施結果

申請者数（A） 受験者数（B） 受験率（B/A） 合格者数 合格率

1,300 人 1,036 人 79.7％ 455 人 43.9％

男女別
比率

会場別合格者数
312

21

東 京

女性
75 名

男性
380 名

業種別分布

運輸業　5 名　1％
卸売小売業　5 名　1％
電力・ガス・熱・水道　5 名　1％

金融・保険業　10 名　2.2％
その他　14 名　3.1％

             情報通信業　14 名　3.1％

製造業（その他） 16 名   3.5％

家具・装備品製造 
　　　16 名 　3.5%

公務　19 名 　4.2%

サービス業　
34 名 　7.5%

コンサルタント　
42 名 　9.2%

設計事務所
　　49 名    10.8%

            不動産
52 名    11.4%

   ビル管理
82 名    18%

建設業
　   91 名    20%

医療・福祉　1 名    

83.5％

16.5％

札 幌 仙 台 大 阪 名古屋 金 沢 広 島 高 松 福 岡

11

45
19

4 4 7
32

50-54才
43名 
9.5%

年代別比率

25-29才
64名 
14%

20-24才
41名 
9%

30-34才
62名 
13.6%

35-39才
60名 
13.2%

40-44才
79名 

13.2%

45-49才
72名 

13.2%

55-59才
26名 
5.7%

60才以上
41名   9%

職務別分布

FM業務
  （他社支援）
     193名 
        42.4%

FM業務
（自社）

185名 
40.7%

その他   69名 
　 15.1%

学生等   1名 
研究所   4名   0.9%

経営者    3 名   0.7%
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編集後記
　FMの第一歩は、ワークプレイスの戦略的な計画から始まったともい

えます。1980年代の情報化時代から、オフィスは大きく変わってきまし

たが、近年の変化はそれ以上の変化が見られます。さらに、AIの進展な

どによりこれからのオフィスのワークプレイスは、その風景自体が変わっ

てくる予感がします。

　今号はそのワークプレイスに焦点をあてました。モバイル化し、ます

ます多様化する働き方（ワークスタイル）とそれに対応したワークプレイ

スの最新情報のご紹介です。人間はなかなか変化したがらない動物で

す。特に年齢や経験を重ねると、新しい働き方やライフスタイルには順

応しにくくなりますが、むしろ変化を楽しむことが大切な気がします。か

つてのオフィスはスタンダード化するなど財務的視点が強い傾向があり

ましたが、最近のオフィスは、人を中心に、いかにモチベーションを上

げるか、それが結果として組織にプラスになるという発想が多く、楽しい

オフィスが増えてきています。これらをいかに戦略的にやるかがポイント

です。本号がその参考になればうれしい限りです。            （成田 一郎）

●次号予告　　　　

JFMA JOURNAL  2018  WINTER
ジャフマジャーナル 25 （通巻 189）　冬号  

特集　FM視点で考えるこれからのワークプレイス ❷

　次号も今号に続き、「FM 視点で考えるこれからのワークプ
レイス」を特集します。今号では、主に企業や行政が自分たち
のワークプレイスをどう考え、どう変えていったかを紹介しま
した。より創造的な仕事ができ、社員のパフォーマンスを高め
るためのワークプレイスの好事例を取り上げました。
　次号では、主にワークプレイスを提供する側の視点から、ま
ちづくりや建築とワークプレイスを取り上げる予定です。
                                                     ＊内容は変更になる場合があります。

　JFMA ジャーナルは Amazon ならびに JFMA ホームページからも購入いただけます。

●No.182　2016   SPRING 
   特集 JFMAフォーラム2016

      イノベーションー進化する都市・企業・ファシリティー

●No.181　2016   WINTER 
   特集 健康経営を支えるファシリティマネジメント

求められるのは、社員の健康を維持し、
              生産を高めるためのワークプレイス

●No.180　2015   AUTUMN 
   特集 CRE・PREマネジメント戦略とFM

企業不動産・公的不動産の戦略的な活用で
               企業や地域の「価値」を高める

●No.179　2015   SUMMER 
   特集 FMでホスピタリティを高める

       おもてなし空間に学ぶホスピタリティと施設経営

●No.178　2015   SPRING 
   特集 JFMAフォーラム2015

             日本社会を支えるファシリティマネジメント

●No.177　2015   WINTER   
          特集 トップが語る
        ファシリティマネジメント
●No.176　2014   AUTUMN   

特集 FMの力でニッポンを変えよう！

■JFMA ジャーナル バックナンバー

定価1.200円/会員価格1,000円
＊No.182のみ定価1,500円/会員価格1,200円
※いずれも税別・送料別　

Eメール、FAXでお申込みください。

Eメール ： book@jfma.or.jp　FAX ： 03-6912-1178 

●No.184　2016   AUTUMN   
特集 ファシリティマネジメントの未来を語ろう
     JFMA法人化20周年記念特別号　 

●No.187　2017   SUMMER   
特集 まちづくりを担う公共図書館とFM
     図書館に学ぶ場づくりと価値想像　 

●No.186　2017   SPRING   
FACILITY MANAGEMENT FORUM 2017 特別号
第11回 日本ファシリティマネジメント大会
FM思考で社会・経営の課題を解決する

●No.185　2017   WINTER   
特集 JFMA設立30周年特別号
     FM人渡来30余年。次のステージへTRY

●No.183　2016   SUMMER   
特集 熊本地震に学ぶ
　 減災と復興のためのFM
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公益社団法人  日本ファシリティマネジメント協会     法人正会員一覧　168会員 （50音順/敬称略）　          2017年10月6日現在

株式会社朝日工業社
朝日航洋株式会社
株式会社アサヒファシリティズ
アズビル株式会社
株式会社安藤・間
イオンディライト株式会社
株式会社イトーキ
イナバインターナショナル株式会社
株式会社内田洋行
株式会社エコ・24
NECネッツエスアイ株式会社
NECファシリティーズ株式会社
NTTコムウエア株式会社
株式会社NTTデータ
NTT都市開発株式会社
エヌ・ティ・ティ都市開発ビルサービス株式会社
エヌ・ティ・ティ・ビジネスアソシエ株式会社
株式会社NTTファシリティーズ
株式会社NTTファシリティーズエンジニアリング
株式会社NTTファシリティーズFMアシスト
株式会社NTTファシリティーズ総合研究所
株式会社FMシステム
株式会社エフエム･スタッフ
株式会社エム・シー・ファシリティーズ
MUSビジネスサービス株式会社
株式会社オーエンス
株式会社大林組
株式会社岡村製作所
株式会社オフィス企画
オムロンビジネスアソシエイツ株式会社
株式会社オリエンタルコンサルタンツ
オリックス・ファシリティーズ株式会社
オリンパス株式会社

株式会社ガイアート
鹿島建設株式会社
鹿島建物総合管理株式会社
関西電力株式会社
関電ファシリティーズ株式会社
株式会社協栄
共立建設株式会社
株式会社クオリクス
株式会社久米設計
株式会社久米電装
グローブシップ株式会社
株式会社くろがね工作所
株式会社計画情報研究所
株式会社ケイミックス
コクヨ株式会社
株式会社コスモスモア
株式会社五星
コニカミノルタ株式会社
株式会社コンステック

株式会社サイオー
株式会社財界研究所
三機工業株式会社
株式会社サンケイビル

三幸エステート株式会社
GEジャパン株式会社
シービーア－ルイー株式会社
JR東日本ビルテック株式会社
JAG国際エナジー株式会社
株式会社シェルパ
澁澤倉庫株式会社
澁澤ファシリティーズ株式会社
清水建設株式会社
株式会社ジャパンテクニカルソフトウェア
ジョーンズラングラサール株式会社
新生ビルテクノ株式会社
新日鉄興和不動産株式会社
新日本空調株式会社
新日本ビルサービス株式会社
株式会社スクウェア・エニックス
株式会社スターメンテナンスサポート
住友セメントシステム開発株式会社
株式会社スミノエ
星光ビル管理株式会社
株式会社セイビ
株式会社清和ビジネス
綜合警備保障株式会社
株式会社総合設備コンサルタント
ソニーコーポレートサービス株式会社

第一商事株式会社
第一生命保険株式会社
株式会社第一ヒューテック
株式会社ダイケンビルサービス
大成建設株式会社
大星ビル管理株式会社
大成有楽不動産株式会社
ダイダン株式会社
太平ビルサービス株式会社
大和リース株式会社
高砂熱学工業株式会社
株式会社竹中工務店
株式会社ディー・サイン
株式会社ティ・ユー・メタル
テクノス株式会社
テルウェル東日本株式会社
株式会社電通ワークス
東急建設株式会社
株式会社東急コミュニティー
東急不動産株式会社
東京海上日動ファシリティーズ株式会社
東京ガス都市開発株式会社
東京建物株式会社
東京美装興業株式会社
東京不動産管理株式会社
東テク株式会社
戸田建設株式会社
トヨタ自動車株式会社
株式会社トヨックス

西松建設株式会社
ニチビル株式会社
株式会社日建設計

株式会社日積サーベイ
株式会社日設
日本郵政株式会社
日本環境クリアー株式会社
株式会社日本環境認証機構
日本空調サービス株式会社
株式会社日本経済新聞出版社
日本コカ・コーラ株式会社
株式会社日本設計
日本土地建物株式会社
日本メックス株式会社
一般社団法人ニューオフィス推進協会
株式会社野村総合研究所
野村不動産投資顧問株式会社

パシフィックコンサルタンツ株式会社
株式会社パスコ
株式会社ハリマビステム
阪神高速技術株式会社
株式会社ビー・エイチ・シー
株式会社ビケンテクノ
株式会社日立ビルシステム
日比谷総合設備株式会社
日比谷通商株式会社
ファシリティ パートナーズ株式会社
富士ゼロックス株式会社
株式会社富士通マーケティング
富士フイルムビジネスエキスパート株式会社
プラス株式会社
プロパティデータバンク株式会社
一般社団法人北海道ファシリティマネジメント協会

マースジャパンリミテッド
前田建設工業株式会社
株式会社みずほ銀行ファシリティマネジメント部
株式会社ミダス
三井住友建設株式会社
三井不動産株式会社
三菱地所株式会社
株式会社三菱地所設計
三菱地所プロパティマネジメント株式会社
三菱地所リアルエステートサービス株式会社
室町建物株式会社
明豊ファシリティワークス株式会社
森トラスト株式会社
森ビル株式会社

株式会社安井建築設計事務所
株式会社山下設計
株式会社山下ピー・エム・コンサルタンツ
ヤマトオートワークス株式会社
株式会社横浜銀行

株式会社LIXIL
株式会社リクルートアドミニストレーション
リコージャパン株式会社
リリカラ株式会社
ルートロン  アスカ株式会社
公益社団法人ロングライフビル推進協会
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❶
第11回  
日本ファシリティマネジメント大賞  
JFMA賞

ファシリティ
マネジャー

の仕事

白石 雄一郎 NRI ワークプレイスサービス

ビッグプロジェクトの「よりどころ」となったのが、
当社の規範「行動指針」の一節、

「ユーザーファースト、全社視点行動せよ」でした。

FMによる価値創造を目指した
研究開発棟（SKT棟）の構築
コニカミノルタ
文化財として保存した庁舎の活用と
FMサイクルの浸透
愛媛県 鬼北町
周辺地域と連携したものづくりの拠点
AKI-OKA STREET
ジェイアール東日本都市開発

●特集

中山 五輪男
富士通 首席エバンジェリスト

AI時代の働き方とワークプレイス

ファシリティマネジメント 
フォーラム 2018

第12回 日本ファシリティマネジメント大会 開催日

2018年2月21日（水）～
                   2月23日（金）

展示会開催日  2月22日（木）～ 23日（金）

会　場　

タワーホール船堀
東京都江戸川区船堀 4-1-1

主　催

公益社団法人 日本ファシリティマネジメント協会
（JFMA) 

後　援　

経済産業省
国土交通省
日本経済新聞社　

協　賛　

一般社団法人 ニューオフィス推進協会
公益社団法人 ロングライフビル推進協会
公益社団法人 全国ビルメンテナンス協会
一般社団法人 日本建築学会
公益社団法人 日本建築家協会
公益社団法人 日本建築士会連合会
一般社団法人 東京建築士会
特定非営利活動法人 日本 PFI･PPP 協会
一般財団法人 建築保全センター
公益社団法人 土木学会
一般社団法人 京都ビジネスリサーチセンター
公益社団法人 日本医業経営コンサルタント協会

お問い合わせ 

公益社団法人 日本ファシリティマネジメント協会  
フォーラム事務局

TEL.03-6912-1177   
E-Mail : forum2018@jfma.or.jp

小宮山 宏
株式会社三菱総合研究所 
理事長
第28代東京大学総長　

基調講演

青野 慶久
サイボウズ株式会社 
代表取締役社長

森   民 夫 
元長岡市長
筑波大学・
近畿大学客員教授

松岡 利昌 
株式会社
松岡総合研究所
代表取締役

金 城    実 
一般社団法人
日本予防医療協会
代表理事

田澤 由利
株式会社
テレワークマネジメント
代表取締役

特別講演

Hello Next!

●
FM視点で考える
これからのワークプレイス ❶
人財の力を最大化するための場づくり

事　例

富士通デジタル・トランスフォーメーション・センター
サイボウズ
マース ジャパン
総務省行政管理局
愛媛県 西

せ い よ

予市
三菱地所
福島第一原子力発電所 福島給食センター
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